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モバイル市場の競争環境に関する研究会（第１３回） 

ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第１１回） 

 

１ 日時 令和元年５月３０日（木） １０：００～１２：３０ 

２ 場所 TKP ガーデンシティ PREMIUM 秋葉原 ホール２A 

３ 出席者 

 ○構成員 

  新美座長・主査、平野主査代理、石田構成員、市川構成員、大橋構成員、北構成員、

木村構成員、黒坂構成員、近藤構成員、長田構成員、西村（暢）構成員、西村（真）

構成員、森構成員、横田構成員 

 

 ○オブザーバ 

塚田公正取引委員会事務総局経済取引局調整課課長、原田消費者庁消費者政策課政策

企画専門官、福井独立行政法人国民生活センター相談情報部相談第２課長、山本公益

社団法人日本広告審査機構専務理事、花岡電気通信サービス向上推進協議会広告表示

自主基準ＷＧ主査・広告表示アドバイザリー委員会委員長代理 

 

○ヒアリング対象者 

株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、ＵＱコミュニケ

ーションズ株式会社、楽天モバイル株式会社、株式会社インターネットイニシアティ

ブ、株式会社オプテージ、一般社団法人電気通信事業者協会、一般社団法人テレコム

サービス協会（ＭＶＮＯ委員会、ＦＶＮＯ委員会）、一般社団法人日本ケーブルテレビ

連盟、一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人全国携帯電

話販売代理店協会 

 

 ○総務省 

谷脇総合通信基盤局長、秋本電気通信事業部長、竹村総合通信基盤局総務課長、山碕

事業政策課長、大村料金サービス課長、梅村消費者行政第一課長、廣瀬事業政策課企

画官、大塚料金サービス課企画官、中田消費者行政第一課企画官、牧野消費者行政第
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一課課長補佐 

 

 

【新美座長】  それでは、皆さん、おはようございます。委員の方で若干名遅れられて

おりますけれども、定刻となりましたので、ただいまから、モバイル市場の競争環境に関

する研究会（第１３回）及びＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証

に関するＷＧ（第１１回）合同会合を開催いたします。 

 本日は、皆様方、お忙しい中をお集まりいただきましてありがとうございます。 

 また、本日は、冒頭、カメラ撮りの時間を設けておりますので、ご了承いただきますよ

う、お願い申し上げます。 

 それでは、議事に入りたいと存じます。議事次第にありますように、本日は関係者から

のヒアリングを予定しております。そのヒアリングを「モバイル市場の競争促進のための

措置に関する検討」というテーマと、それから、「利用者利益のための措置に関する検討」

とに分けて進めてまいりたいと思います。 

 それでは、まずは、本日のヒアリング等の進め方について、事務局からご説明をお願い

したいと思います。よろしくお願いします。 

【牧野消費者行政第一課課長補佐】  事務局でございます。お手元の資料３をごらんく

ださい。本日のヒアリングの進め方でございます。本日は２部構成となっておりまして、

第１部はモバイル市場の競争促進関係としまして、以下の９社団体の方々からまずご説明

をいただきます。その後まとめて質疑の時間を４２分、設けてございます。第２部が利用

者利益の保護関係でございまして、以下の５団体の方々からご説明いただいた後、質疑の

時間を２０分、設けております。説明時間終了の１分前にベルが鳴りますので、皆様にお

かれては、円滑な議事進行にご協力をお願いいたします。 

 本日ご説明いただく内容につきましては、第１部については、資料１、第２部について

は、資料２について、事前に皆様方にお送りしてございます。本日はこちらの内容につい

てご説明をいただく予定としております。 

 以上です。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、冒頭カメラ撮りはここまでとさせていただきたいと存じますので、カメラ撮

りの方はご退室いただきますよう、お願い申し上げます。 
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 それでは、「モバイル市場の競争促進のための措置に関する検討」に関するヒアリングを

行いたいと存じます。 

 なお、お手元の資料３にある順序で進めますので、よろしくお願いします。 

 まずは、株式会社ＮＴＴドコモ取締役常務執行役員経営企画部長、丸山様からご説明を

よろしくお願いいたします。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  ＮＴＴドコモの丸山でございます。本日はこのようなご説明

の機会をいただき、まことにありがとうございます。 

 私より、事業法改正における当社の取り組み及びヒアリング項目にかかる考え方につい

て、ご説明をさせていただきます。資料４に基づいて説明をさせていただきますが、説明

時間も限られていますことから、ヒアリング項目への詳細につきましては、別冊でお手元

にご用意しておりますので、質疑の中で必要に応じて説明をさせていただきます。 

 ２ページ目をごらんください。まず事業法改正における当社の取り組みについてでござ

います。ここにいらっしゃる皆様、既にもうご案内かもしれませんが、当社は事業法改正

に先駆けまして、明後日、６月１日よりギガホ、ギガライトという新しい料金プランを提

供いたします。分離プランとしてシンプルでわかりやすく、多くの方がお得になるプラン

となっております。発表後は既に多くのお客様に料金シミュレーションを実施いただく、

あるいは既にご予約をいただいておりまして、提供開始に向けて大きな手応えを感じてい

るところでございます。 

 また、あわせて提供させていただきますスマホおかえしプログラム、これはハイスペッ

クモデルを対象としたプログラムでありまして、ご購入にかかるご負担を少しでも減らし

たいと考え、ご用意した新たな仕組みとなっております。 

 なお、本プログラムは、この分離モデルに基づいて設計されておりますので、回線契約

の継続は前提としておらず、回線を仮に解約いただいた後もプログラムを引き続きご利用

いただくことができるようになっております。 

 次のページに移ります。続いてのスライドですが、料金プランと端末代金のお支払い総

額について、分離前後で比較をしたものでございます。スライドは、新料金でハイスペッ

クモデルを２４カ月間ご利用いただき、スマホおかえしプログラムをご活用いただいた場

合の事例ですが、料金プランと端末代金のトータルで約３万円、これまでよりお得にご利

用いただくことが可能となっているということがご理解いただけるかと思います。 

 続きまして、ヒアリング項目にかかわる当社の考えを説明させていただきます。５ペー
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ジ目をごらんください。先ほど、当社の新料金につきましてご紹介させていただきました

が、ここでは分離前後の通信料金と端末代金それぞれどうなるかということについてお示

しております。分離前は、月々サポート等の端末購入補助によりまして、端末の割引を行

ってまいりましたが、割引を受けるお客様と受けないお客様との間で不公平があるという

ご指摘を受けまして、分離後は端末購入補助を縮減し、通信料金の引き下げに取り組む考

えであります。分離によりまして、端末は原則定価でお買い求めいただくことになります

が、まずは我々ができる努力として、お買い求めやすい仕組みの提供や、粗利の削減に取

り組んでおります。さらなる端末の低価格化につきましては、今後、メーカー様の協力も

必要になってくるものと考えております。 

 繰り返しになりますが、分離後の端末代金の引き下げにつきましては、通信料金を原資

として行われる端末購入補助ではなく、メーカー様による端末の低価格化、あるいはキャ

リアによる端末粗利の縮減等によって実現されるべきであると考えます。 

 次のページに移ります。分離の定義についてはこれまでもさまざまな議論はあったと思

いますが、これまでの議論や改正法を踏まえますと、完全な分離とは、通信と端末がそれ

ぞれ独立しており、通信契約の有無によって端末価格に差がないということであると理解

をしております。 

 一方で、端末割引は改正法におきましても、それ自体が否定されているものではないと

認識しています。また、現実の実態を考えますと、これは利便性の観点からですが、通信

と端末をセットで購入されるお客様が多いことが今後も続くと考えております。仮にセッ

トで購入されたお客様、その後、回線契約上の縛りがないとしても、引き続き同じキャリ

アをおそらくご利用いただくケースが多いのではないかと想定をしております。 

 加えまして、ここの図にありますように、分離後におきまして、当面は、２年定期契約

や端末買いかえサポートプログラム等の一定のスイッチングコストは残ると考えられます。

したがいまして、それらを見越した過度な端末割引が継続することも懸念をされるところ

であります。そうなった場合、最悪、端末割引競争に逆戻りをするということも考えられ

ます。結果、通信料金の引き下げが進まず、お客様間の不公平感が引き続き解消をしない

おそれがあるのではないかと懸念をしております。 

 ７ページ目でございます。そうした状況にならないように、端末割引に一定の上限を設

けてはどうかという提案がこのスライドになります。キャリアによる過度な端末割引等は、

割引の恩恵を受けるお客様、受けないお客様の間で不公平感を生じさせる懸念があること
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から、通信契約の継続を条件としない割引であっても、一定の上限が設けられるべきであ

ると考えます。 

 下に示した割引上限の具体的な水準は一例でありますが、お客様から得られる利益の範

囲内での補助を限度とし、ＡＲＰＵに対して平均的な営業利益率、及び平均の端末利用期

間、私どもでは今３６カ月ぐらいですが、これを乗じますと、大体３万円ぐらいが上限に

なるのではないかと思って、今回ご提案をしております。上限は一律の規定とし、割引率

や先行同型機種の下取り額等ではなく、具体的に金額を定めることで、運用の透明化が図

られると考えております。 

 次の８ページであります。続きまして、既往契約の考え方です。法施行後も、既に締結

された契約につきましては、前回のモバイル研究会でもありましたように、法律上、契約

締結時点での条件が継続すると認識をしてございます。新法に適合したプランの提供が、

施行日以降に新たに契約したお客様のみに限られるということになった場合、多くの既に

存在する契約者の皆様、期間拘束等の条件が継続し、お客様の自由なサービス選択の阻害

要因になり得ると考えています。 

 この点につきまして、改正法の趣旨を鑑みますと、新法に適合した料金プラン等へ移行

しやすくなるような政策的な措置を講じ、２年定期契約等に対して手数料負担等なく移行

できるようにすることで、お客様の自由なサービス選択を実現するのも一案ではないかと

考えております。 

 なお、こうした取り組みにつきましては、事業者間の不公平等が生じることのないよう

に、各社同じタイミングで一斉に実施することが望ましいと考えております。 

 さらには、お客様の自由なサービス選択を早期に実現するためにも、施行日からの一律

での対応に向け、各社でシステム対応等に全力で当たる必要があると考えております。 

 ９ページ目でございます。続きまして、法施行までの間についての課題であります。法

施行までの間、キャッシュバック等による駆け込み販売が横行するということも想定され

ますが、消費者保護の観点等から問題がないようにしていただきたいと考えております。

つきましては、緊急提言にもございましたが、各事業者及び代理店は法改正の趣旨を踏ま

えて、過度な端末割引の抑止や、広告表示の適正化に取り組む必要があるものと考えてお

ります。 

 最後の１０ページ目になります。最後、まとめになりますが、２年定期契約の解約金の

水準や、機種変更が残債免除の条件とされています現在の端末買いかえサポートプログラ
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ムにつきましては、お客様の自由なサービス選択を妨げるスイッチングコストとなり得る

ことから、法改正の趣旨を踏まえて、速やかに見直していく必要があるものと考えており

ます。そうすることで、今後はお客様が通信や端末を自由に比較した上で選択をすること

が可能となり、結果、事業者間の競争が進展することで、最終的にはお客様にとってトー

タルの負担軽減が実現されるものと考えております。 

 ドコモからのプレゼンは以上でございます。ご清聴ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＫＤＤＩ株式会社執行役員渉外・広報本部長の古賀様からご説

明をよろしくお願いいたします。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  古賀でございます。本日はこういったプレゼンテーションの機会

を頂戴いたしましてありがとうございます。早速でございますけれども、資料５に沿いま

して説明させていただきます。 

 １ページ目です。「５Ｇ普及に向けて」と書かせていただいておりますけれども、来年、

５Ｇが始まりまして、日本においてもやはり５Ｇが世界に遅れることなく普及していくた

めにということで、当然我々ネットワークに対する投資をしていきますけれども、それに

加えて、５Ｇ対応の端末、これをより早く多くの人にご利用いただくということが重要で

はないかというふうに考えております。 

 その普及促進のためには、今回の法改正の趣旨であります適正な競争関係、公正競争を

維持、確保しつつ、やはり利用者間の不公平、これが生じない範囲で、ある程度の端末購

入補助というのは必要ではないかというふうに考えております。過度に規制して柔軟な運

用ができませんと、在庫過多の問題、５Ｇの普及に支障が生じるということもありますの

で、これが日本の端末部材メーカーへの悪影響、ひいてはユーザーの不利益になるのでは

ないかと考えております。 

 ２ページ目でございます。事業者の創意工夫ということで書かせていただいております

けれども、いろんな競争環境の中で、各社、創意工夫ということで、お客様ニーズを踏ま

えた料金の低廉化、サービスの多様化・高度化というのが対応してまいったかと思います。 

 当社ですけれども、他社に先んじまして、先行的にもう２年前、２０１７年７月より、

いわゆる分離プランというのを始めております。左下のグラフでございますけれども、既

に１,４００万という方々が、いわゆる我々で言いますと、毎月割というのがないプランに

移行しているという状況でございます。 
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 さらに、今月発表させていただきましたけれども、５Ｇ時代を見据えた新料金プランと

いうことで、データ容量上限なしと、ａｕデータＭＡＸプラン等、分離プランの提供のこ

の枠の中でも、お客様にどうやって還元していけるか、ニーズに合ったものができるかと

いうのを考えております。その他、コンテンツとパッケージになったプラン等々、いろい

ろ工夫してやっているというのが現状でございます。 

 ３ページ目でございます。「柔軟な運用が可能な制度設計」と書かせていただいておりま

すけれども、今後も分離型サービスのさらなる強化を図っていきたいというふうに考えて

おります。そういった中で、今回の法改正の趣旨であります通信事業者間の適正な競争関

係の確保のための規制、これと５Ｇ普及促進とか事業者の創意工夫、この辺のバランス、

柔軟な運用が可能な制度設計にしていただきたいというのが我々の要望でございます。 

 ４ページ目でございます。通信料金と端末料金の完全分離に関してでございます。今回

の法改正の趣旨、事業者間の適正な競争関係を阻害する者に対する規律というふうに理解

しております。省令で定める阻害する行為（禁止すべき行為）については一切できなくな

る、禁止されるものと考えておりますので、これについては、はっきりここまでがだめだ

という明確化が必要だというふうに考えております。 

 一つ、継続利用を条件とするか、しないか。それによって違うんだろうと思っておりま

して、適正な競争を阻害するような継続利用というのはどれだけの期間なのかという、こ

この線を明確にしていただいて、右側の競争を阻害する継続利用、これについては、省令

で一切禁止ということで定めていただく。左側の阻害しないもの、これは今回の法改正の

範囲ではなくてということになりますので、継続利用を条件としない場合、端末を買って、

他の事業者に移ることが可能だと。あと、行き過ぎた囲い込みのハードルなども下げます

し、継続利用を求めないわけですから、ここのところは対象外になるんだろうというふう

に考えております。 

 ５ページ目でございます。そういったことで、省令の規律対象外、適正な競争関係を阻

害するおそれのないものについては、ガイドラインで運用するということでよいのではな

いかというふうに考えております。 

 現在も、利用者間の不公正というのをメーンにしていまして、現行の端末購入補助ガイ

ドラインがありますので、これをベースとして考えていけばいいのではないかということ

でございます。この辺はまさに柔軟な運用ができるようにというような観点かと考えてお

ります。こういったことをやったとしても、左側の現行のガイドライン、スマートフォン
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を対象にしまして、代理店さんが規制の対象外だったということが、今回の法改正により

まして、代理店さんの独自施策というのも対象になってきますので、多くの問題はこれに

より解消するのではないかというような考えでございます。 

 ６ページ目でございます。行き過ぎた囲い込みの禁止ということでございます。法改正

の趣旨は、当該契約の開示を行うことを不当に妨げることについての規律というふうに理

解しております。継続利用をお約束いただく定期契約でございますけれども、こういった

ことによる料金の割引というのは、お客様にもメリットがありまして、一般的な商慣習と

して認められるというふうに考えております。定期契約は、お客様ご自身の選択の一つで

ありまして、そのお約束の条件として違約金を設定しているということでございますので、

解除を不当に妨げる違約金の水準というのをどこに設定するのかという議論になるかと存

じます。 

 ７ページ目でございます。そういった趣旨での規律でございますけれども、本来、競争

環境でありますとか経済動向等によって提供条件が変動するために、違約金というのは柔

軟に設定される必要があるのだろうというもので、本来は、不当性の水準は一律に定めら

れるものではないということかと存じます。とはいえ、ここについてはかなりいろいろな

ご意見ございますので、もうここで定めるということであればということで、我々として

は、例えば１カ月分の金額ということで、スマートフォンのＡＲＰＵというのを基準とし

た考え方、こういったものにしてはどうかということでございます。 

 ８ページ目でございます。今回、システム対応をというのが必要になるということでご

ざいますけど、これが大きな課題になっております。法令に対応するためには、今回の違

約金ですとか自動更新ですとか、さまざまなシステム改修について、法の公布後６カ月以

内ということで、施行の期間に間に合うように我々としても努力していきたいというふう

に思っております。 

 ただ、まだこういった形で省令事項を議論していまして、定まらない中で、開発仕様を

確定するということができないものもあり、簡単ではないというような状況がございます。

ですので、現状では全てのシステム対応、公布後６カ月以内の期限に間に合わせるという

のは厳しいというのが現状でございます。こういったこともございますので、経過措置に

ついてはご配慮いただきたいというふうに考えております。 

 ヒアリング項目に対する当社の考え方ということで、９ページ、１０ページ以降、個々

の質問に対する回答については書かせていただいておりますので、こちらをごらんいただ
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ければと存じます。 

 以上でございます。 

【新美座長】  ご説明ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ソフトバンク株式会社、渉外本部長、松井様、よろしくお願い

いたします。 

【ソフトバンク（松井）】  ソフトバンクの松井です。本日、ご発表の機会をいただきま

してありがとうございます。 

 それでは、早速、資料６に基づきましてご説明させていただきます。ページをおめくり

いただきまして、本日、１ページ目にあります目次の項目に沿って、省令に対する弊社の

考えをご説明させていただきます。 

 ３ページ目をごらんください。まず、規制の対象となる通信デバイスですとかサービス

種別についてですけれども、こちらは改正法の趣旨を踏まえて、スマートフォンに対する

ルール適用というのをベースとして、過剰な範囲にまで禁止行為という強い規制が課され

ないようにということを要望させていただきます。 

 具体的には、改正法では、該当役務の中から課題があるものを個別に指定するというよ

うな立てつけになっておりますので、当然、一般のスマホに対する規制というのはおおむ

ねかかるんだと思いますけれども、相対的に競争環境に影響が少ない部分、デバイス／サ

ービスに関して過剰なルールがかかるということに関しては注意していただき、個別のル

ールの当てはめについては丁寧に整理をしていただきたいというふうに考えております。 

 ページをおめくりいただきまして、４ページ目、法人相対契約の扱いについてです。こ

ちらに関しては資料にも記載させていただいていますが、そもそも法人は、一般のユーザ

ー消費者と比べましてリテラシーが高いということ。あとは、追加回線に関する既存の契

約というものが既に存在していること。さらに、法人契約に関しては必要な書類の厳格な

提出が定められておりまして、端末分離含めて、今回の規制の適用の対象とするというの

は過剰ではないかと考えております。仮に、これらの禁止行為規制の適用ということで一

律対象になった場合には、市場の発展ですとかサービスの柔軟な提供を阻害する懸念があ

るのではないかと考えております。 

 ページをおめくりいただきまして、６ページ目、禁止すべき「利益の提供」についてで

すが、認められる利益の提供の上限については、表に書かせていただいていますが、主に

３パターンほど想定できると考えております。 
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 まず案１としましては、直近の先行同型機種の下取り価格を参照するという、今のガイ

ドラインの少し変形版みたいな形です。案２としましては、割引上限を割引率で規定する

という案です。案３としましては、割引上限を金額で規定するという案で、韓国に近いと

いうようなイメージかと思います。 

 こちらに関しては、評価、課題をいろいろ書いているんですが、いずれの案もメリット、

デメリットですとか考慮事項というものがございますので、当社としては、これというふ

うに今は決めているわけではないんですが、解釈の余地が少ない明確な基準にしていただ

きたいというふうに考えております。 

 ７ページ目をおめくりください。禁止すべき「利益の提供」のその他の論点。ちょっと

細かい点を書かせていただいています。 

 まず、事業者と代理店の利益の上限をどう分担するかという観点ですけれども、こちら

につきましては、利益提供の上限総額というものを省令に規定して、事業者と代理店によ

る利益の提供の配分に関しては柔軟に変更を可能としていただくということを要望させて

いただきます。 

 次に２番目、型落ち端末（在庫処理）の関係なんですけれども、こちらの判定につきま

しては、例えば販売開始からＸカ月経過したものを対象とするですとか、これは今、現状

の運用でやっているんですけれども、事業者の最終調達時期ですとか在庫数といったもの

から判断していただくというような現行運用の継続のいずれかを要望させていただきます。 

 最後に３番目、周波数移行等のマイグレーションにつきましては、こちらは従前からお

話しさせていただいているんですが、まさにこれは事業者都合になりますので、消費者保

護という観点から、基本的には端末の無償提供といったところまでは許容していただきた

いというふうに考えております。 

 ８ページ目をおめくりください。利益提供に関する「抜け道」の対策について記載させ

ていただいております。ここで大きく３つ書かせていただいておりますが、例えば事業者

が端末メーカーに原資を拠出して、端末メーカーが購入者へ還元するといったパターン、

あるいは端末販売の定価を調達価格以下に設定するといったパターン。こういったパター

ンが論理的には考えられますので、対策の必要性の有無も含めて、ちょっとこの場で議論

させていただければというふうに考えております。また、３番目、ＳＩＭのみ契約の活用

という手法も考えられますので、今回こちらの事例につきまして、次の９ページ目でご説

明させていただきます。 
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 ９ページ目にありますとおり、ＳＩＭのみ契約で値引きをした上で、端末は別で契約す

るという手法が、今回ルールを設定することによって横行するのではないかという危惧を

持っております。具体的には図のほうに示しておりますが、真ん中あたりですね。例えば

ＳＩＭのみ契約で一旦締結してもらった後に、別店舗のほうに誘導して端末購入を案内す

るといったようなパターンですとか、ＳＩＭのみ契約というのを締結してもらって、まあ、

翌日なのかわからないんですが、後日に再来店を求めて、そこで端末購入を案内するとい

うような手法で、実質別々で買ってはいるんですけれども、通信とひもづいた端末の大幅

な値引きということを行うということが、やり方としてはあり得るのではないかと考えて

います。 

 この点につきましては、従前からこの研究会でも議論されています、問題提起されてい

ますが、新規の加入者と既存加入者の間の不公平感というところにもつながる話ですので、

弊社としましては、一番下に書かせていただいていますが、ＳＩＭのみ契約も端末購入時

の割引上限と同額のルール適用をすることが必須ではないかというふうに考えております。 

 ページをおめくりいただきまして、１１ページ目をごらんください。期間契約の有無に

関する料金差ですが、ここはそもそもこの場で、期間契約有無の料金差については、縮小

の検討をしていきますということを弊社としてはお話ししていますし、今回の法改正で禁

止行為ということで、要件で、不当性ということが示されていますので、そういった点か

らも、基本は料金設定の自由度を規制により制限するということに関しては反対の立場で

はあります。しかしながら、下に書かせていただいていますが、一定のルール化を図る場

合であれば、海外事例ですとか他業界例も参考として、月額料金総額の１０％台以上の料

金差というものは許容していただきたいというふうに考えております。この１０％という

のはかなり相当控え目な数字として書かせていただいています。 

 参考に１２ページ目に海外の電気通信事業者の状況ですとか、他業界は事例というか、

とり方とかも違うので参考レベルですけれども、割引率みたいなものを示していますので、

後ほどご確認いただければと思います。 

 ページをおめくりいただきまして、１３ページ目、契約解除料の水準ですけれども、現

状においては、途中解約による逸失利益の一部を請求していますけれども、不当性のある

ような行き過ぎた囲い込みとされる水準ではないという認識をしております。ただし、こ

ちらについても、一定のルール化を図る場合に関しては、ここで２点書かせていただいて

いますが、禁止行為としての上限規定の効力の強さから、過剰に厳格な基準としないこと。
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そして、解約直前のプラン変更による低廉な解除料での解約を防止するという観点から、

同一サービスのプラン間において同一水準を認めることの２点を要望させていただきます。 

 なお、下のほうに、「囲い込み効果を抑制する観点で政策的に水準を下げる案」というの

をちょっと考えてきましたので、参考に記載しております。１つ目が、２年契約を行わな

かった場合の月額料金相当額、要は、累積の割引額ですね。こちらを解約時に負担いただ

く案。２つ目が残余期間の利益相当額を負担いただく案ということで書かせていただいて

います。こちらの詳細な数字ですとか水準感のイメージに関しては、構成員限りとしてご

提示しておりますので、後ほどご確認いただければというふうに思います。 

 最後に対応期日に関してですけれども、１５ページをごらんください。これは他社さん

も一部おっしゃっていましたが、詳細な条件がまだ未確定であることと、対象範囲によっ

てはかなり対応が広範囲にわたるということがありますので、一部猶予をいただきたいと

いうふうに考えております。具体的に言いますと、スマートフォンに関しては、施行日は

まだ確定的ではないですけれども、施行日までの対応を目指し、検討中です。一方で、ス

マートフォン以外で、今回対象として指定されたサービス／デバイスに関しましては、で

きれば年度末までの対応の猶予期限をいただきたいと考えております。 

 参考までに、下のほうに、過去のルール導入時までの猶予期間ということで、ルール決

定から平均１年弱程度設けていただいていた例を記載させていただいています。 

 残りのその他に関しては、他のヒアリングの論点を一問一答で記載しておりますが、時

間の関係で、この場でのご説明は割愛させていただきます。 

 ご説明は以上となります。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＵＱコミュニケーションズ株式会社、執行役員ＣＳＲ部門長兼

渉外部長の西川様からご説明よろしくお願いします。 

【ＵＱコミュニケーションズ（西川）】  ＵＱコミュニケーションズの西川でございます。

本日はこのような説明の機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 本日は、発表時間５分ということですので、検討をお願いしたい事項を３点に絞ってご

説明させていただきます。 

 資料をおめくりください。まず１点目は、移動電気通役務及び禁止行為規律の対象事業

者についてです。 

 ２ページ目をごらんください。私どもＵＱコミュニケーションズにつきましては、Ｗｉ



 -13- 

ＭＡＸというＭＮＯの事業、これとＵＱモバイルというＭＮＯの事業がございます。ＭＮ

Ｏ事業、ＷｉＭＡＸにつきましては、左側でございますけれども、モバイルルータユーザ

ーに対しまして、私どもが直接提供する形と、あと、ＭＮＯ様が提供いただいている形、

これがございます。 

 ３ページ目をごらんください。ＷｉＭＡＸサービスの提供状況でございますけれども、

ごらんのとおり、一次ＭＶＮＯ、現在５８社ということで、小規模なＭＶＮＯの皆様、数

多く提供いただいているという状況でございます。 

 ４ページ目が、ここは検討お願い事項でございます。まずＢＷＡ役務、特にモバイルル

ータにつきましては、改正電気通信事業法の適用対象外の役務としていただきたいと考え

ますということです。今回の緊急提言等につきましては、やはり「シンプルで分かりやす

い携帯電話に係る料金プランの実現」のためということで、携帯電話に限った議論ばかり

続けられているということで、モバイルルータにつきましてはこれまで議論に上がってい

ないということがございます。 

 ２番目で、仮にモバイルルータが新法の適用対象役務になるのならば、システム改修の

ために一定の猶予期間をいただきたいと考えていますということで、先ほど申しましたと

おり、モバイルルータにつきましては、ＭＶＮＯ様がかなり多く売っていただいているん

ですけれども、ＭＶＮＯ各社は、自社が新法の適用になるかどうかということは全く想定

しておらず、何の検討もなされていないということと、皆様おっしゃっていますけれども、

まだ詳細は決まっていないということで、これから準備したとしても、最も遅い新法の施

行は１１月だとしても間に合わないということ。あと、一番下に書いてございますけれど

も、対応が間に合わなかった場合、新法違反ということになるとすれば、対応完了までの

間は新規販売を停止せざるを得ないということで、小規模のＭＶＮＯの皆様の経営に大き

なインパクトが発生するということでございます。 

 ５ページ目、これは参考としまして、当社システム開発スケジュールということで、大

体一つのサービスにつきましては、やはり半年ぐらいはかかるということで、弊社の例を

書かせていただいてございます。 

 大きな２点目は既往契約の扱いでございます。７ページ目をごらんください。 

 １番目といたしましては、新法に適合した新プランを十分説明することを条件に、やは

り新法施行日以降も従前の既往契約の内容での更新を認めていただきたいと考えておりま

す。利用につきましては、やはり新法に適合したプランにつきましては、期間拘束の短縮
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等ございますので、提供条件の変更、特に一部デグレードとなるという可能性が高いとい

うことで、これに強制的に移るということになりますと、重大なクレームになりかねない

ということでございます。 

 ２番目で、仮に新法施行日以降の既往契約の更新／変更が認められない場合においても、

停波によるサービス停止日が明確になっており、当該サービスへの新規加入を停止したサ

ービスにおける更新／変更は認めていただきたいと考えております。私どもＷｉＭＡＸサ

ービスにつきましては、いわゆる（旧）ＷｉＭＡＸとＷｉＭＡＸ２＋という新しいサービ

ス、２種類ございますけれども、古い（旧）ＷｉＭＡＸにつきましては、昨年９月に、当

初及び提供されているＭＶＮＯ様から、来年３月、サービス終了でということ、あと昨年

９月末で新規受付停止ということを発表になってございます。 

 加えまして、３番目でございますけれども、サービス移行に当たりましては、２＋に移

行すると、月額料金が値上がるということで、移行希望のお客様へは一定期間同額で２＋

を利用できる特別プランをご案内済みですので、このプランにつきましても引き続き提供

させていただきたいと考えてございます。 

 あとは、３点目は、固定ＢＢと同様の形態で用いられる端末ということで、９ページ目

をごらんください。 

 私ども当社のモバイルルータにつきましては、モバイルタイプということで、家の中で

も外でも１台で使えるというものと、ホームタイプということで、コンセントを挿せば使

えるということ、バッテリーを積んでいないものと、２種類ございます。このあたりは同

じサービスでＳＩＭの差しかえで利用可能になってございます。 

 ということで、１０ページ目でございますけれども、やはり固定ＢＢサービスの代替と

して提供されるホームタイプのうち、「特定の地点においてのみ利用を可能とするよう制

御して提供されるホームルータ」のみ新法の適用除外となるならば競争上問題であること

から、当該機能具備の有無による差異を設けないでいただきたいということと、先ほども

申しましたとおり、私どもモバイルタイプとホームタイプ、これは差異がございませんの

で、かかる規制は同一としていただきたいと考えているところでございます。 

 １１ページ目以降は、細かい論点につきまして記載させていただいておりますけれども、

本日は割愛させていただきます。 

 当社の説明は以上になります。ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。 
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 それでは、続きまして、一般社団法人テレコムサービス協会のＭＶＮＯ委員会運営分科

会主査の佐々木様、それから、ＭＶＮＯ委員会消費者問題分科会主査、井原様からご説明

をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【テレコムサービス協会（佐々木）】  一般社団法人テレコムサービス協会、ＭＶＮＯ委

員会において運営分科会主査を務めております佐々木と申します。本日はこのような機会

をいただき、ありがとうございます。 

 資料８で、お持ちをしております弊社、当委員会の意見になりますけれども、ＭＶＮＯ

委員会で審議の上、本日ご説明を差し上げますけれども、ＭＶＮＯ各社につきましてはそ

れぞれ固有の意見がございまして、あらかじめご理解をいただきたいと思います。当委員

会加盟のＭＶＮＯ３社より、この後それぞれの意見が述べられるかと思っております。 

 それでは、１ページ目より、かいつまんでご説明をさせていただきます。 

 まず、禁止すべき「利益の提供」についてでございます。通信役務の継続利用を条件と

する場合というところでございますが、一つの考え方として、その期間に予定される売り

上げ、手数料、通信料金、端末代金の合計の２０％を超えない利益の提供については、社

会通念上、認められる可能性のあるものと考えており、本日はこのような考え方について

の議論をいただきたいと考えております。 

 なお、この２０％という数字につきましては、景品表示法における「総付け景品」の基

準より準用してございます。 

 通信役務の継続利用が条件でない場合につきましては、これは通信役務と切り離し、端

末販売として公正競争を阻害しないかについて検討されるべきと考えております。その際

は、端末代金がその原価を下回る場合については、不当廉売のおそれがあり、正当な理由

が本来求められるべきと考えております。在庫解消、周波数移行等、現行ガイドラインの

求める例外理由がない場合については、認められるべきではないと考えております。また、

現行ガイドラインが認める例外（在庫処分・廉価端末・周波数以降等）については、必ず

しも通信役務の継続利用をお客様に約束させる必要のあるものとは考えておらず、通信役

務の継続利用を条件とする場合については認められるべきではないのではないかと考えて

おります。 

 続きまして、２ページ目、割引、キャッシュバック、ポイントの付与など、「利益の提供」

の形式についてでございますけれども、割引、キャッシュバック等の現金、また、ポイン

ト、商品券等の現金同等物については、いずれも現金であるとみなして考えることが望ま
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しいと考えております。ノベルティ等、現行ガイドラインが定める例外につきましては、

引き続き含まないと考えることが相当と考えますが、高額な商品・旅行等のノベルティと

見なせない範囲については、別途定義されることが望ましいのではないかと考えておりま

す。「移動端末設備」の範囲につきましては、現行ガイドラインが定めるスマートフォンに

加え、タブレットについては含めることが望ましいと考えております。 

 続きまして、３ページ目、行き過ぎた囲い込みの禁止関係でございます。 

 まず、拘束期間の上限についての考え方ですけれども、４年縛り等、２年を超える期間

拘束は利用者の将来に対する予見性を超えていると考えられますので、上限を決める場合

においては、２年を超えないことが望ましいと考えております。 

 続きまして、違約金の水準につきましては、消費者契約法第９条第１項の定める、平均

的損害を超えるものは認めないという基準につきましては、過去の判例等を踏まえ合理的

算定根拠として適当であると考えております。期間拘束の有無による料金差の上限につき

ましては、ＭＶＮＯが一般にこのような契約を提供していないことから、ＭＮＯさん、こ

ういった料金プランを提供されている事業者様のほうで、料金差がその事業モデル等を踏

まえ合理的なことであることをご説明をいただくことが適当であると考えております。 

 続きまして、４ページ目、期間拘束の自動更新についての考え方につきましては、緊急

提言において示されました、更新が利用者の真正な意思に基づいて行われていることを利

用者に確認する、また、自動更新の有無により料金差を設けないといった考え方を支持い

たします。 

 最低利用期間につきましては、拘束期間の上限規制を超える最低利用期間を設けること

は一律に禁止されるべきと考えます。期間拘束を伴う通信契約ではない拘束性のある提供

条件については、個別の検討が必要ではありますけれども、例示されている長期利用割引

につきましては、一般に利用者の広範な理解を得られるものと考えており、規制されるべ

きではないと考えております。 

 おめくりいただきまして、５ページ目、既往契約の扱いですけれども、既往契約につい

ては、利用者の混乱を招きかねないことを考えると、既に締結されている契約と同条件に

て更新することについては認められるべきと考えております。 

 なお、条件変更等、契約の変更を伴う場合につきましては、軽微な変更等を除き、新法

に基づく契約が適用されるべきと考えております。 

 いずれにしても、利用者様の選択ということが一番重要な観点かと思いますので、関連
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する事業者が、新しい料金プランについて既存の利用者に対し十分、メリット・デメリッ

トを説明することが望ましいと考えております。 

 私からは以上になります。ご清聴ありがとうございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、楽天モバイル株式会社常務執行役員営業・マーケティング本部

長の大尾嘉様からよろしくお願いいたします。 

【楽天モバイル（大尾嘉）】  楽天モバイルの大尾嘉でございます。本日は、このような

機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 まず１ページ目になりますけれども、現状の課題としまして、私どもは、高額な入会特

典、それから、複雑な契約、それから、違約金、こういった囲い込みが、消費者が自由に

事業者、それから、サービス、そういったものを選べない状況であるというふうに認識し

ております。こちらの例では、高額なキャッシュバックだったりですとか、あるお店にお

いて当店独自キャンペーンといった形で、ゼロ円販売といったものが挙げられます。 

 次の２ページ目をお願いします。あるべき姿、目指すべき姿なんですけれども、とにか

くモバイル市場の競争環境を「フェア」にすることで、消費者がいつでも自由に事業者／

サービスを選べると、こういった環境を整備することによって、もちろん５Ｇ時代におけ

る「Ｓｏｓｉｅｔｙ５.０」といったことを実現していきたいと思っております。 

 そのための解決策を３つ、本日は提出させていただきます。 

 まず１点目、３ページになります。端末の販売ですけれども、通信役務の契約条件を完

全に禁止として、通信契約と端末購入そのものを完全に分離するということを私は申し上

げます。 

 まず、端末の販売に関しては、通信役務の提供を条件としない。条件とすることを禁止

する。それから、実際に契約分離に実効性が担保できる。つまり、あるキャリアＡは、Ｓ

ＩＭロックがありますよということで、実際の契約分離自体の実効性が担保できる条件と

いうことで整備する。 

 それから、３点目、そういった１番、２番もありますけれども、それ以外にも、端末販

売など、そもそもに対して利益の提供そのものも金額の上限を定めて規制すべきと思いま

す。メリットはもちろん、組み合わせが完全に自由化されることと、端末を使った囲い込

み、こういったことの可能性を排除するといったメリットがございます。 

 次のスライドに行きます。４ページ目です。 
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 まず、解決策２ですけれども、今度は、行き過ぎた囲い込みに関してでございます。契

約期間での拘束、それから、違約金設定を禁止するといったこと、こちらを禁止すること

で、シンプルで出入り自由ができる、出入り自由な契約ということを実現すべきではない

かと。まず、一切の契約期間の拘束、それから、違約金の設定を禁止。ＭＮＰ、こちらは

利用者負担がありますけれども、この利用者負担を撤廃。また、ＭＮＰだけではなくて、

解約時、いろんな費用が発生しますけれども、それの総額を規制するという、これにはＭ

ＮＰ手数料だけじゃなくて、ＳＩＭロック解除もありますけれども、こういったことを規

制すると。メリットはもちろん、利用者が追加の費用がなくて、事業者を変更できること

による安心感、信頼感、それから、スイッチングコスト、これそのものの低減。そして、

実は店頭における接客時間。この縛りがあることによって大幅に減ります。縛りがあるこ

とで、今、大幅に長いんですね。これがなくなると重要事項説明が減りますので、店頭に

おける接客時間、これは大きなテーマです。こちらも非常に短縮できます。 

 次のスライド、５ページ目になります。解決策３番、既存の契約者に対する対応ですけ

れども、私どもは、消費者が既に契約済みの場合でも、改正法の適用範囲を拡大すること

で効果が最大限になると思いまして、もちろん更新・条件変更、それに関しては、改正法

に適合する条件で変更すると。さらに、施工前に締結した契約における違約金、これに関

しては減額もしくは免除といったことを検討すべきではないかと思います。それによって、

利用者の契約移行を促進できるだけでなくて、今回の政策効果を早期に、最大限に幅広く

実行できるというふうに考えます。 

 最後、まとめでございます。消費者が出入り自由な契約移行を促すことで、事業者間の

競争、それから、イノベーションの大幅な促進が可能と考えてございます。こちらに書い

てある３点は先ほど申しましたとおりでございます。 

 楽天モバイルからは以上でございます。ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、株式会社インターネットイニシアティブ、取締役ＣＴＯ、島上

様からご説明、よろしくお願いします。 

【インターネットイニシアティブ（島上）】  ＩＩＪの島上でございます。よろしくお願

いいたします。時間もないことですので、すぐに始めさせていただきます。 

 弊社からは、１番、ヒアリング項目に対する意見と、２番の要望という形でまとめさせ

ていただきます。 



 -19- 

 １番に関しましては、いただいたヒアリング項目に沿って、一問一答という形で回答さ

せていただいておりますが、後ほどご説明させていただく点のみ、ちょっと説明させてい

ただきたいと思います。 

 ちょっとページ番号が飛んでしまっていますが、３ページ目、通信の完全分離に関する

①のａですね。こちらは完全分離のところで、端末販売における「通信役務の継続利用を

条件とする場合」に禁止される「利益の提供」とありまして、これは非常に大きな争点に

なるかと思っております。この利益提供については、社会通念上、一定程度のキャンペー

ン等であれば許容されるものではないかというふうに考えております。そちらについては、

後ほどご説明をさせていただきます。 

 次の４ページに関しましては、特に補足する点はございません。 

 次、５ページ目ですね。行き過ぎた囲い込みの禁止という中で、①の期間拘束の期間上

限、あるいは⑤のその他留意すべき事項として、最低利用期間の契約というものがござい

ます。 

 １番のほうにつきましては、２年程度であればよろしいのではないかということと、最

後の最低利用期間といったところも、拘束期間の上限を超えるものは禁止されるべきとい

うところで、この期間拘束、我々は今、最低利用期間を設定しておりますが、そちらにつ

いては後ほどちょっとお話をさせていただきたいと思っております。 

 ６ページ、７ページ目につきましては特に補足するものはございません。 

 ８ページ目以降で、今から、先ほどお話しした２点についてご説明いたします。 

 まず９ページ目、こちらは完全分離の①のａに関する、「通信役務の継続利用を条件とす

る場合」の利益提供です。過去、非常に問題を指摘されたのは、最新のスマートフォンが

実質ゼロ円以下で買えるような端末購入補助であったり、あるいは、家族全員でＭＮＰで

乗りかえると数十万円にも及ぶような高額のキャッシュバック、そういうものであるとい

うふうに認識をしております。このような過度な利益提供と、我々ＭＶＮＯが現在行って

いる、せいぜい最大１万円程度のプロモーション、こういうものが同列に規制されるとい

うことは、我々にとって過度の規制となる懸念を持っております。 

 具体的に申しますと、例えば端末とＳＩＭを同時に買っていただいて、３カ月から６カ

月程度使っていただければ、今、数千円から１万円程度の商品券という形でお渡ししてい

ますけど、そのようなプレゼントを行うというような軽微なものです。こういうものも含

めて一律に禁止ということになりますと、我々のプロモーションを制限して、顧客流動性



 -20- 

の低下を生み、既に多くの契約者を有するＭＮＯに有利に働く恐れがあるのではないかと

思っております。ですので、通信役務の継続利用を条件とする場合であっても、社会通念

上、一定程度のキャンペーンは許容されるものではないかと。その際に、じゃあ、上限を

決めるということであれば、例えば、先ほどＭＶＮＯ委員会からもありましたが、景品表

示法の総付け景品の基準というものを受任をするということも一つの考え方ではないかと

いうふうに思っております。 

 次が１０ページ目です。ちょっと書き込めていないですけど、２－１に関する期間拘束

期間の上限ということです。弊社を含む多くのＭＶＮＯは、今、自動更新つきの期間拘束

契約は提供しておりません。ただ、その音声通話機能つきの役務におきましては、ＭＮＰ

の転入、転出を繰り返すようなホッピング行為を防ぐ目的で、６カ月から１２カ月程度の

最低利用期間、これはもう基本的に自動更新はございません。及び、その違約金の設定を

しているというのが現在の現状です。 

 このようなホッピング行為は、ほかの事業者による過度な利益提供が原因でありまして、

このような根源的な問題が解消されれば、多くのＭＶＮＯは、みずから最低期間を撤廃す

るものというふうに考えております。現に、ＭＮＰによる過度な利益提供のないデータ通

信のみのＳＩＭに関しましては、最低利用期間を我々も設定しておりません。ですので、

このあたりの問題が解決されないまま、期間拘束に過度の規制を盛り込むということにな

りますと、我々の事業に深刻な影響を与えかねないということであって、総合的な議論を

行っていただきたいというふうに要望する次第でございます。 

 ＩＩＪからは以上でございます。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、株式会社オプテージ、経営本部経営戦略部のチームマネージャ

ーであります金丸様からご説明をよろしくお願いいたします。 

【オプテージ（金丸）】  株式会社オプテージの金丸です。よろしくお願いいたします。

本日はお時間いただきまして、ありがとうございます。 

 では、早速ではございますが、ヒアリング事項について弊社意見をご説明させていただ

きます。 

 右肩１ページ目、通信料金と端末代金の完全分離関係でございます。 

 まず、禁止すべき「利益の提供」について、どう考えるかでございますが、白四角の１

つ目のとおり、通信と端末の完全分離を徹底するという観点では、端末販売に際して、通
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信役務の継続利用を条件とすること自体、好ましくないのではというふうには考えており

ます。ただ、他方、利用者ニーズが一定程度存在し得るということも踏まえますと、利用

者を過度に拘束しない程度。例えば、継続利用条件１年といったものは認められてもよい

のではというふうに考えます。 

 次に、許容される「利益の提供」の上限あるいは例外といったところにつきましては、

ポツ２つ目のとおり、現行ガイドラインの取り扱いをベースに検討してはどうかと考えま

す。また、端末購入以外の条件につきましても、３つ目に書いておりますが、現行ガイド

ライン同様、ＭＮＰを対象とすることについて、その是非含めて検討をいただいてはどう

かと考えております。 

 続いて、２ページ目、これも通信料金と端末代金の完全分離関係の続きでございます。

まず上段ですけれども、禁止すべき「利益の提供」の形式につきまして、これは現行ガイ

ドラインと同様の内容をベースとしてはどうかというふうに考えております。次に、下段

の禁止行為の対象とする「移動端末設備」の範囲でございますが、スマートフォン、タブ

レット等、それ以外に、一般消費者向けに扱われる端末を対象とし、新品だけではなく、

中古あるいはＣＰＯ品といったものも対象としてはどうかと考えております。 

 次に、３ページ目、行き過ぎた囲い込みの禁止についてでございます。上段のとおり、

期間拘束の期間、違約金の水準、拘束有無による料金差については、これらの関係性を踏

まえつつ、合理的と認められる考え方を整理すると。その上で、実際に事業者が設定する

ものが合理的なものかどうかといったところは、個々の事業を勘案するなどして判断して

いくというやり方はどうかというふうに考えております。 

 次に、期間拘束の自動更新については、下段のとおり、利用者の真正な意思に基づき実

施されるよう、緊急提言にあるような取り組みをすることが望ましいと考えます。例えば、

契約当初に自動更新の選択を可能とする。終了段階で、利用者の意思を確認する。多様な

方法、変更方法。例えば、ウエブや電話で変更可能とするといった取り組みが挙げられる

かと思います。 

 次、４ページ目、行き過ぎた囲い込みの禁止の続きです。１つ目の白四角に書いており

ますが、多くのＭＶＮＯでは、ＭＮＰ濫用行為を防止する観点から、１年程度の最低利用

期間を設けております。これは囲い込みための期間拘束とは、趣旨が異なるのではないか

なと思っていますので、認められるのではないかと考えます。次に２つ目ですけれども、

例示として挙がっています長期利用割引といったものについては、利用者ニーズに沿った
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ものであると考えていますので、認められるのではないかと思います。 

 最後、５ページ目、既往契約の取り扱いについてでございます。 

 白四角の１つ目ですが、施行日以降に更新・条件変更する際は、新法の規定に適合する

提供条件を原則とすることが妥当であろうかと思います。 

 なお、行き過ぎた期間拘束の見直し等にかかる効果というのは、可能な限り速やかに利

用者に適応されるということが望ましいと考えます。 

 最後、新法に適合する契約への移行を促すという観点からは、事業者が利用者に対して

十分説明していくことが必要であろうかと考えております。 

 説明は以上でございます。ありがとうございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、一般社団法人全国携帯電話販売代理店協会の会長である澁谷様、

よろしくお願いいたします。 

【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  澁谷でございます。本日はこのような機会を

いただきまして、ありがとうございます。 

 私ども代理店という立場上、ヒアリング項目に対する網羅的なご説明というよりは、代

理店の立場として気がついた点について幾つか述べさせていただくということになります

ので、ちょっと毛色の違ったプレゼンテーションになることをあらかじめお伝えしておき

たいと思います。もう一つ、代理店協会と申し上げておりますけれども、我々、どちらか

というと、いわゆるキャリアショップの集まりというふうに考えていただいて、例えば併

売店とか、それから、量販店とか、そこら辺は我々が関与していないという点も頭の中に

入れて、お聞きいただければというふうに思います。 

 それでは、順次参ります。 

 まず禁止行為の対象となる電気通信事業者の指定については、やはり消費者の混乱を回

避するためにも、ＭＶＮＯを含めた全事業者であるべきだと考えております。 

 ２として、現行のガイドラインの見直しの方向性について幾つかお話をしたいと思いま

す。まず①ですけれども、事業法に基づく総務省令ガイドラインというのは、そもそも通

信役務利用者に対しての場合しか規制をかけられないということで、若干穴が出てくるん

じゃないかというのを懸念しております。この「例えば」のところなんですけれども、我々

のところは、例えばドコモショップならドコモのお客さんが来るということで、通信役務

利用者であることははっきりしていますけれども、例えば複数のキャリアを扱う販路で、
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これはキャリアを問わずこういう割引をしますということになるとキャッチできないとこ

ろがあるのではないかということで、キャリア及び届出を行った販売代理店が行う端末購

入補助ということで縛りをかけられないかというふうに考えております。 

 ２番目、これは在庫の問題でございます。これはお願いとして、現行どおり、特に今後、

代理店も規制の対象となるということで、通常の在庫処分を行えるような形を残していた

だきたい。 

 ３番目でございます。携帯電話の通信方式の変更もしくは周波数帯の移行を伴う場合の

例外措置。特に５Ｇを見据えますと、最近いろいろ５Ｇに対する報道等を見ていても、い

わゆるビジネスユースが中心となっていて、コンシューマーモバイルユースではどういう

ことが起こるのかなかなかわからない。これはやはり５Ｇの端末がしっかりと普及してい

く中で開発されていくのではないかと考えております。先行している韓国、アメリカなど

との競争に負けないように、５Ｇ端末については、また、例外措置として格別の取り扱い

をしていただきたいと思います。 

 続きまして、キャリアショップということについて簡単に説明させていただきますと、

左側にキャリアショップはどういうところかと説明しておりますが、まず全員が有資格者

です。それから、スマホ教室。それから、青少年の保護のためのフィルタリングというこ

とも無償で提供しております。これに加えて、全携協会員は、ここに書いてあるようない

ろいろなボランティアを含む活動をしており、また、消費者苦情縮減のためにいろいろな

教育情報をキャリア様と交換しております。 

 ところが、実は利益率というのは二、三％しかない企業が多くて、よくキャリアショッ

プも含めて大もうけしているんじゃないかというふうに思われているんですけれども、非

常に脆弱なところであります。 

 そこで最後のページ、意見というか、お願いに近いんですけれども、法改正の目的は、

競争促進ということですけれども、分離ということで、おそらく端末の流通がだんだん縮

小されてくるんじゃないかと危惧されております。この中で、今申し上げたようなサービ

スをさらに続けていけるようなビジネスモデルというのを皆様と一緒につくっていきたい

ということで、有識者、総務省様、関連事業者様にはご協力をお願いしたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。 
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 それでは、このテーマについて質疑応答に移りたいと存じます。ただいま事業者の皆様

から非常に貴重なお話をいただきました。この説明に対するご質問やご意見を中心として、

加えて、何か補足すべきようなものがございましたらよろしくお願いいたします。 

 どうぞご自由にご発言いただきたいと思います。横に広いのでなかなか顔が見えません

ので。では、そちら、よろしくお願いします。 

【石田構成員】  違約金のことについて各社さん発表されていましたが、ドコモさんの

場合、違約金については発表がなかったかと思うんですけれども、どのようにお考えでし

ょうか。お伺いしたいと思います。 

【新美座長】  それじゃ、ドコモさん、よろしくお願いします。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  水準、これはもともとの趣旨は、要は、過度な囲い込みにな

っていないかどうかというイシューであると思っていまして、これは皆さんの議論の動向

を見て、我々はそれに従っていこうというふうに考えております。その趣旨で言うと、こ

の金額が１,０００円高いとか安いとかというよりは、やはり既往契約者に対する過度な囲

い込みのほうがはるかにインパクトが大きいというのが我々の指摘でありますので、そち

らのほうをまずは最初に議論すべきであるというのが私どもの主張であります。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問、ご意見ございましたらどうぞよろしくお願いいたします。どうぞ。西村

構成員、よろしくお願いします。 

【西村（暢）構成員】  ご説明ありがとうございました。私からの質問は、ＫＤＤＩ様、

それから、ＵＱコミュニケーションズ様のほうに質問をさせていただければと思います。

質問というのは、電気通信事業者の利益提供と代理店の利益提供との関係についてという

ところでございます。ＫＤＤＩ様のほうの資料ですと、１１のほうですし、ＵＱコミュニ

ケーションズ様の資料ですと、１２ということでございます。まずＫＤＤＩのほうなんで

すが、いずれにしろ、この利益提供の上限を設けるというのであれば、その場合、電気通

信事業者と代理店とは、これは合算という理解でよろしゅうございましょうかというのが

まず質問です。 

 それに対しまして、ＵＱのほうは、これが合算ではなく、別々という理解でいいのかと

いうこと。それから、問題という形で、独禁法という言葉が出てきたんですが、これはキ

ャリアから代理店に対する価格拘束という意味で問題というふうに捉えているのか。それ

とも何かまた違った問題というものがありましたらお教えいただければと思います。よろ
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しくお願いいたします。 

【新美座長】  それでは、ＫＤＤＩさんとＵＱさん、それぞれお答えいただけたらと存

じます。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  ＫＤＤＩでございます。 

 まず合算でいいかどうかというのは、実は我々はまだ決めかねておりまして、非常に難

しい問題があると思っております。今、先生からもおっしゃったとおり、もし仮に合算で

やる場合は、独禁法の問題もあり、我々が価格拘束をやるということにつながりかねない

というところの整理が必要かと思いますし、別々にやるとなると、非常に柔軟な市場への

対応というのは難しくなると思いますので、この辺、まだ決めかねているというのが現状

でございます。 

【新美座長】  それでは、ＵＱさんのほうからよろしくお願いします。 

【ＵＱコミュニケーションズ（西川）】  ＵＱコミュニケーションズでございます。 

 私どもははっきりとどっちであるべきということではなくて、合計額とした場合にやっ

ぱり独禁法上の問題があるという観点からは、それぞれ設けたほうがいいんじゃないかと

いうことでございまして、最終的にはこのあたりの問題をクリアしたとすれば、合算とい

うのもあり得ると考えております。ですので、独禁法の観点からはここだということで申

し上げているつもりでございます。 

【新美座長】  西村さん、よろしいでしょうか。 

【西村（暢）構成員】  はい。 

【新美座長】  ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃあ、長田構成員、どうぞ。 

【長田構成員】  ＫＤＤＩさんにご質問なんですが、４ページの継続利用のところで、

この適正な競争を阻害する「継続利用」のところで、「阻害しない」というのが短期のとこ

ろにありますが、「明確化するように議論」と書いてあるんですが、前回、この会合で私も

申し上げたように、通信の契約そのものがもともと継続するもの。一瞬の契約というのは、

私の中では公衆電話しか思い浮かばなかったんですが、そういう世界の中で、この阻害し

ない期間があるというふうにお考えなのかどうか。私はこれはもう全くないんじゃないか

と思っているんですけれども、そのことを何か具体的なものがおありだったら教えていた

だきたいです。 

【新美座長】  どうぞ、ＫＤＤＩさん、よろしくお願いします。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  端末の通信の継続利用を条件とする場合の端末の値引き等で、適
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正な競争環境を阻害する場合というお話ですので、今、長田構成員からお話があった通信

契約そのものが一瞬で終わるという話とは論点が別かと思うんですが、その点では、当然、

通信契約は加入すればずっと続くということですので、ここではそういうことではなくて、

端末の値引きといいますか、そういったものについての継続利用を条件とした場合の期間

ということだというふうにまず理解しております。 

 その上で、今回、分離プランということが行われますので、端末と通信のところの分離

が行われることによって、競争阻害という要素はかなりの部分なくなるというか、ほぼな

くなるということになりますので、そうなると、切り離された中で、どれぐらいの期間が

公正競争を阻害するのかというところ、これは別の問題になるので、そこをどう決めるか

というところで、このページで問題提起させていただいたと。明確化をしていただきたい

というふうに書かせていただいた次第です。 

 あえて我々のほうで、じゃあ、どれぐらいの期間がそうなのかというところ、これは一

概になかなか言えないかと思うんですが、例えば一般的に考えると、１カ月の利用期間と

かそういったものを考えてみるというのはあるのかなというふうに思っております。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【長田構成員】  はい。 

【新美座長】  では、近藤構成員、どうぞ。 

【近藤構成員】  何かそんなことがあるのかなとすごく素朴に疑問に思いました。私は

ＫＤＤＩユーザーでございますが。 

 ドコモの方にお尋ね申し上げます。７ページの通信と端末の分離のところで、上限を設

定してはどうかというご指摘がございまして、しかも、上限を設定するのは３者が連携し

てやりましょうという先ほどのお話だったと思うんですけど、そうすると競争にならない

んじゃないかというのが素朴な疑問なんですが、その辺はどのようにお考えでしょうか。 

【新美座長】  どうぞよろしくお願いします。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  では、お答えいたします。冒頭から説明をしているとおり、

競争の中身によると思います。本来、競争というのは料金だとか端末の価格そのもので競

争するのが筋であって、その回線というところを原資にして、過度に端末を安くする行為

で競争することについて制限をしたらどうかというご提案でございます。 

【近藤構成員】  ということは、端末のメーカーがあまり安くしなさいというプレッシ

ャーをかけない、端末メーカーに配慮してという考え方でしょうか。 
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【ＮＴＴドコモ（丸山）】  いえ、それは逆だと思います。１０万円引きのようなキャッ

シュバックが横行すると、別に１０万円の端末でもゼロ円で売れるからいいやという話に

なり、その結果として、今、日本の市場はハイエンドの端末の比率が諸外国の中でも著し

く高いという状態になっていると認識しています。 

【近藤構成員】  ということは、そうすると、端末メーカーは自由に自社の製品の価格

を設定できるということがこういう趣旨になるというふうにおっしゃっているという理解

でいいんでしょうか。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  今でも自由に設定されていると思います。私ども、端末メー

カーさんから買う価格というのは大体ほかのキャリアなり、あるいはＳＩＭフリーの市場

で売られている価格とほぼ同じような価格で購入していると思いますが、そういう意味で

は、別に我々が何か端末メーカーさんに価格をこうしろ、ああしろという話ではないと思

います。 

【近藤構成員】  はい。ありがとうございました。 

【新美座長】  ほかに。黒坂構成員、どうぞ。 

【黒坂構成員】  慶應大学の黒坂でございます。ＫＤＤＩさんとドコモさんに質問が一

つずつございます。 

 まとめてお話ししますと、まずＫＤＤＩさんから行きたいと思いますが、資料７ページ、

行き過ぎた囲い込みの禁止。ここで、違約金の不当性の水準は一律に定められるものでは

ない。ただし、「定めるのであれば、例えばひと月分の金額＝スマートフォンを基準とした

考え方」と書かれておられますが、今日は事業者の皆様のお考えを伺う場所だと思います

ので、このようにお考えになった理由、とりわけスマートフォン及びＡＲＰＵというとこ

ろを特に明示されている理由であるとかお考えについて、教えていただければと思います。 

 続いて、２つ目、ドコモさんへのご質問でございますが、８ページ目、既往契約の扱い

ということで、上の枠の中で、新法に適合した料金プラン等へ移行しやすくなる政策的な

措置を講じ、実現すべきというご指摘があろうかと思います。もし、現時点でなければ、

まだアイデアがないということでももちろん構わないんですが、この政策的な措置という

ことで何か想定される、あるいは希望されるようなことがあれば、可能であれば教えてい

ただければと思います。 

【新美座長】  それでは、順序、ＫＤＤＩさん、それから、ドコモさんの順序でよろし

くお願いします。 
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【ＫＤＤＩ（岸田）】  ＫＤＤＩでございます。 

 ７ページのところの「スマートフォンのＡＲＰＵ」と書いた趣旨ですけれども、まずこ

のＡＲＰＵという表現をいたしましたのは、一概に一律の金額で決めるということは難し

いのではないかというところは上半分に書いてありますとおりでして、柔軟にその提供条

件に応じて違約金というのは変わっていく。柔軟にといいますか、提供条件に応じてそれ

ぞれ変わっていくものだろうというふうに考えられますから、一つの考え方として、１カ

月分の金額ということであればいいのではないかという意味で、ＡＲＰＵという表現を使

っております。 

 もう一つ、スマートフォンということを書いているんですけれども、これは今回議論さ

れているところが主にスマートフォンの市場が大きい部分でありますので、代表例として

スマートフォンというふうに書かせていただいたということでございます。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、ドコモさん、よろしくお願いします。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ドコモでございます。 

 今ご質問いただきました弊社プレゼン資料の８ページの具体的な中身、考えですけれど

も、まず背景から申し上げます。２年縛り、４年縛りについては、前回の会合でご説明が

あった既往契約の考え方の扱いとなる場合、施行後向こう２年ぐらいは効力が効いてしま

うだろうと考えると、一定の縛りがある中で引き続き端末の購入補助をしやすくなる環境

が継続するということになります。今回の法改正の趣旨を踏まえますと、それを速やかに

なくしていくことにより、お客様の自由な選択を確保するということが目的だと思います

ので、新法に適合した新プランなり、新しいプログラムを速やかに施行日とともに出して

いただいて、そこへ具体的にはお客様の負担なく移行できるようにすることで、既往契約

の考え方はキープしつつも、新しいほうに選択肢を用意して、そこに移っていただくとい

うことが政策的に講じられる必要があると考えます。また、それを事業者間の各社一律で

やらないと、最初になかなか誰がやるかというのは始まりませんし、最初にやった人のス

イッチングコストが下がるということで競争が不利になりますので、そういった意味で一

律で、「せーの」でやりましょうということを申し上げた次第です。 

【新美座長】  ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問、ご意見ございましたらよろしくお願いします。それでは、よろしくお願

いします。 
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【北構成員】  野村総研の北でございます。 

 通信役務の継続利用を条件としない場合に禁止される利益の提供について、今、４ＭＮ

Ｏ様から、その上限については何らかの規律が必要であるというご意見をいただきました。

ただ、その中身については、四者四様のご提案、ご意見がございました。せっかく４社い

るわけですので、そこで相談して決めていただくのが一番いいと思うのですが、それは談

合ということなので。ああ、でも、総務省さんがいるから大丈夫か。 

【新美座長】  いや、官製談合になるので。 

【北構成員】  官製談合ですか。まず、ドコモさんからは、ずばり３万円というご提案

がありましたが、現行のガイドラインのまま、先行同型機種の下取り価格を下回らないと

いう、いわゆるＮマイナス１、Ｎマイナス２という案であったり、パーセントで規定した

りと、いろいろな手法があるわけですが、それに対してどのようなご意見があるかという

質問でございます。 

 ＫＤＤＩさんには、上限値をパーセントや、金額で決めるというドコモさんのお考えに

ついてどのようにお考えなのか。ソフトバンクさんには、ドコモさんの案についてどのよ

うにお考えなのか。楽天さんに対しては、この４つの案でどのあたりをご要望されるのか

ということを、それぞれお伺いしたいと思います。 

 それから、もう一つ……。まずそれが終わってからにしたいと思います。 

【新美座長】  わかりました。なかなかシビアなご質問ですけれども、４社さんですか

ね。今後、ＭＮＯになられる方の４社さんで、ドコモさんから順番にそれぞれの案につい

てコメントしろという質問ですので。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ドコモでございます。弊社は３万円のご提案をさせていただ

きましたけれども、上限を、いわゆる額で行うべきだということです。これを率とします

と、高い端末の場合、補助額が大きくなることの弊害があり、一方で、先行同型機種とし

た場合、機種ごとに基準が異なってくることになります。また、その同じ機種であっても、

時期の経過とともに水準も変わってくることになるため、何が基準か非常によくわからな

い中で、引き続きグレーな状態が続いてしまう可能性があります。そのため、ここは金額

で規制すべきかということで、上限を設定すべきということを今回ご提案させていただき

ました。 

【新美座長】  北構成員、今の回答でいいですか。 

【北構成員】  はい。 
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【新美座長】  それでは、続きまして、ＫＤＤＩさん、よろしくお願いします。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  まず上限とかパーセントを決めるというところと、柔軟な運用を

するというところのメリット、デメリット、両方あるかと思うんですが、私どもの考えと

しては、今、ガイドラインでということで５ページに書かせていただいておりますが、こ

こで２年前の先行同型モデルの下取り価格というのが今のルールでございますけれども、

ここら辺というのは、例えば５Ｇの今後の普及だとかそういったことを考えるとか、ある

いは市場の状況の変化ということを考えると、一律の金額で決めてしまうというところは

デメリットがあるのかなと思っております。 

 そういう意味で、当社としては、今の現行のガイドラインの基準でいいのではないかと

いうふうに考えておりますが、そうはいっても、先ほどご質問いただいたときにもありま

したが、継続利用でない場合でも、阻害しないといっても、一定のルールというか、上限

が必要ということでガイドラインでやればというふうに思っているんですが、そこについ

て強化が必要だということであれば、いわゆるＮマイナス２をＮマイナス１にするという

考え方もあるのではないかと思っております。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、ソフトバンクさん、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  聞かれると思っていたんですけど、難しい質問で、我々とし

ては、今、最新機種がゼロ円で販売されている状況は異常だということで、抑制しないと

いけないという認識があります。その中で、弊社の資料でいうと６ページ目に、案のカテ

ゴリーを３つ出させていただいたんですけれども、それぞれ現行よりは抑制されるという

ことは間違いないとは思います。 

 一方で、もう一つの基準として、やはりある程度基準の明確さというものがあったほう

がいいのではないかという観点からすると、数字でピタリと決まる案２ｏｒ案３というこ

とになるんですけれども、案２に関しては、ドコモさんが先ほど申し上げられましたけれ

ども、高価な端末ほど割引が多くなるというような、これが課題なのかわからないですけ

れども、そういった特色がございますので、案３というのもあり得るのかなと。 

 案３の場合のメリットに関しては、弊社が別のスライドの９ページ目の、ちょっと抜け

道的な話で、ＳＩＭのみ契約でという話をさせていただいたんですけれども、金額で決め

た場合は、この９ページ目の規制のほうにもスライドで同じようなルールが当てはめられ

るのではないかということもありますので、そういうトータルで考えると、案３というの
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は一つ考え方としてあると。 

 水準の３万円に関しましては、韓国とか諸外国での例がございますので、検討の一つの

案としてはあり得るのではないかなというふうには考えております。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございました。 

 北構成員から、楽天さんにもご質問があったと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

【楽天モバイル（大尾嘉）】  今回私どもが申し上げていたのは、上限自体は多分、各社

あると思うんですけれども、どちらかというと産業全体において、アッパー、ここに書い

てございますとおり、金額の上限といったものを業界、産業で決めるべきであろうという

ことが提言でございます。 

 おそらく今というのは、もう一つの端末単体で販売した場合、利益の部分に関してどう

いう上限を提供すればいいかということだと思うんですけれども、私どもとしては、そも

そも一定期間の通信役務とか、通信役務とのセットということは全く考えてなくて、例え

ばキャリアＡさんに対して、私どもが端末を販売するでもいいわけですね。全くもう端末

販売と通信は関係ないという中で、それでもやっぱり端末販売においていろいろな形でキ

ャンペーンだったり、値引きだったり、キャッシュバックだったり、いろんな形で、通信

とは関係ないかもしれないけれども、端末に対して大規模な金額を提供して、高額な金額

を提供してということに対して、それはよろしくないだろうということを申し上げており

まして、そういうことで金額上限と、利益提供に関して決めるべきであるということは私

どもの意見でございます。 

 各社さん、我々、それをどう思うかということに関しての話とは、今お答えがずれると

ころはあるんですけれども、ただ、端末販売をするということにおいて、上限が決まれば、

その中でもちろん、マーケティングですので、必要ではあると思いますが、ただ、行き過

ぎた、過度な利益の提供ということはやっぱりある程度は抑制すべきではないかなという

ふうに思います。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、北構成員、よろしいでしょうか。次の質問を。 

【北構成員】  ソフトバンクさんのページ、資料の８ページ目、９ページ目に、「抜け道」

対策についてご提案していただいておりまして、抜け道名人のソフトバンクさんからの真
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摯なご提案をほんとうにありがたく、みずからここを抜けないようにしましょうというす

ばらしいご提案だと思います。ドコモさん、ＫＤＤＩさんに対して質問ですが、こういっ

た、調達価格をより低くして売価を設定して、あとでベンダーさんに対してキックバック

するとか、ＳＩＭのみ契約を悪用するとか、こういったことに対して、何らかのルールは

設けるべきかどうかということについてご質問いたします。 

【新美座長】  今度はドコモさんとＫＤＤＩさんに、この点をどう見るかということで

すが、よろしくお願いします。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ドコモでございます。 

 今のキックバックのような話もありましたけれども、これについては別冊のほうで回答

をご用意しています。資料４ですけれども、一番最後の１６ページですが、メーカーから

安く仕入れて、後でキャッシュバックという話もあり、ここにお答えしています。通信と

端末のセット販売のときだけ安くなるということであれば、利益の提供として、この規制

の中で取り扱われるべきだということでありますが、分離の考え方で、端末のみを販売す

る場合ということであれば、結局、端末販売単品のときとセット販売のときに端末の値段

が違うかどうか、そういう問題かと思っております。 

【新美座長】  それでは、ＫＤＤＩさん、よろしくお願いします。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  私どもの資料ですと、１７ページに今のご質問への回答を書かせ

ていただいております。メーカーさんが努力されて、メーカーさんご自身が価格を引き下

げていただけるということがあれば、それはいいのではないかと思っておりますが、そう

いった工夫はやっていただければと思っています。 

 問題のキャッシュバックといいますか、後から事業者がというのは、これはここでは一

概に否定されるものではないと書いておりますが、これはケース・バイ・ケースといいま

すか、違法になる場合も当然あると思います。とはいえ、ここは一つ一つ確認して、ケー

ス・バイ・ケースで判断していくところかなというふうに考えております。 

【新美座長】  北構成員、よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問。どうぞ。石田構成員、その後にお願いします。 

【市川構成員】  市川でございます。 

 まず各社さん、法改正の趣旨を踏まえて、積極的なご提言、その他、こうしたいという

宣言までいただいていることに感謝申し上げたいと思います。基本的に－何社さんか多少

違いますけれど－、今回そもそもどういう趣旨でこういう制度改正をしようとしたのかと
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いうことが、この業界にいらっしゃる方々に徹底されることが大事だと思いますので、そ

れは非常にありがたいと思っております。 

 あと、全携協さんのプレゼンにありましたけど、「質の競争」に移っていくのだという話

を全体として持っていかないといけないと思います。先ほど松井さんからもありましたけ

ど、抜け道をみんなで探すということをしたくない、ということが一致した意見になるこ

とがいいのかなというふうに思っております。 

 その上で、実は聞こうと思ったことはほとんど北構成員が非常にうまい形で聞いてしま

われたのですが、通信役務の継続利用を条件としない場合に禁止される利益の提供の利益

の上限のことで、まさにソフトバンクさんのところに書かれているように－ドコモさんも

書かれていましたけれども－継続利用を条件としていなくても、事実上、一緒に買うので、

こういうことが続くだろう、あるいは違う形で、「不当な」というか、よろしくない廉売の

競争が続くだろうということで、それぞれセーフガードが要るだろうということをご提起

されていると思うのですが、本来の形で言うと、通信料金のほうで完全な分離が行われ、

かつ、値引きのもとがそこにないわけですから、本来はある程度自由、皆さんが言われて

いるように、そんなに制限をかけなくていいわけです。ただ、結局、一定程度つながって

いる、一定程度ロックイン効果を持つということを想定した上で、廉売の推定のラインを

どこに置くかというのが、先ほど来言われている３万円だったり、何％だったりというと

ころだと思うのですが、そこの内実は今、皆さんに語っていただいたとおりなのだろうと

受け止めております。 

 １点だけ、楽天さんにお伺いしたいことがあります。先ほど楽天さんも、同じように金

額の上限を定めて欲しいという理由は、業界全体がそうあるべきだというご意思と受け止

めました。けれども、新規参入者の観点とは言いませんけれど、やはり売られているとこ

ろでほぼ一緒に買う。契約が切れていようと一緒に買うということに対する、参入障壁で

あるという考え方からそうおっしゃっているわけではなく、およそこの制度下で言うと、

完全に分離して売られるという世の中になるので、その世の中にあっては、通信サービス

側も端末側もそれぞれ何らかのルールの下でやられるべきだという、そのようなご趣旨で

しょうかという確認の質問です。 

【新美座長】  それでは、よろしくお願いします。 

 特に皆さんにということでよろしいですか。 

【市川構成員】  いえ、楽天さんだけです。 
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【新美座長】  はい。では、どうぞ。 

【楽天モバイル（大尾嘉）】  やっぱりＳＩＭロックは大きな、結局、何しろ端末料金と、

厳密に言うと、分離しますといっても、一緒に販売もしますし、つながってなくても、結

局、各端末、ＳＩＭロックがされていれば、結局、そのキャリアＡさんがロックされてい

るものを使うわけですよ。なので、私ども、それ以外にＳＩＭロックそのものに問題があ

ると思っていますので、こちらもあわせて提言させていただきます。私の申し上げた解決

策１の中の②番になります。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【市川構成員】  はい。 

【新美座長】  はい。それでは、その後、石田構成員、どうぞ。 

【石田構成員】  ＫＤＤＩさんにお伺いしたいんですけれども、今回の発表ではなくて、

ヒアリング項目に対する当社の考え方というところで、１１枚目のシートのところに、「現

行ガイドラインにおける例外について」の、在庫処分とか廉価端末、周波数移行というと

ころなんですが、在庫処分については、各社さん、いろんな意見を出されていたんですけ

れども、ここのところで、ＫＤＤＩさんは周波数移行については、「円滑な移行のため、移

行先となるスマートフォンの額まで端末購入補助が認められるべき」と書いてあるんです

けれども、かなり高額になるのではないかと思うんですが、これは高額であっても、その

金額までをというところでしょうか。 

【新美座長】  いかがでしょうか。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  まず周波数移行ですけれども、これは我々の事業者の都合ですの

で、お客様にご負担をかけないという意味で言いますと、ここで申し上げたいのは、「スマ

ートフォンの額まで」と書きましたのは、一つの例ですけれども、その負担をかけないで

という意味で書かせていただいております。ですので、例えばどうしても我々の都合なの

で負担したくないというお客様もいらっしゃって、このあたりにどうお応えしていくかと

いうところを検討していかなきゃいけないんじゃないかと考えております。 

【石田構成員】  ということは、金額は高額でもということになってしまうということ

でしょうか。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  通常のビジネスで考えますと、あまりにも高額なものを、例えば

無償でというふうなことは、我々としてもなかなか難しいと思っておりまして、そのあた

りは常識的なところを考えていく必要はあると思っております。 
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【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【石田構成員】  はい。 

【新美座長】  ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃあ、どうぞ。よろしくお願

いいたします。西村構成員のほうから。その後、横田構成員、お願いします。 

【西村（真）構成員】  対象となる通信デバイスということで、スマートフォンのみと

いうお考えのところと、タブレットも含むというような提示をいただいているところもあ

るんですが、例えばソフトバンクさんとかは、スマートフォンのみというようなイメージ

に思えるんですが、タブレットについてもスマートフォンと同様の苦情が入っているので、

このあたりについてはどう思われますか。 

【新美座長】  では、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  ソフトバンクですけれども、３ページに当たると思うんです

が、弊社の意図は、スマートフォンに限ってという主張では全くなくて、今回の法規制に

関しては、大きく端末分離等、期間拘束関係という２つあると思うんですが、それぞれに

関して、両方対象とするサービス、あるいはデバイス、もしくはそのどちらか一方だけで

済むようなデバイス。もうちょっと細かく言いますと、２年契約とか期間拘束関係の規律

を当てはめるべきなんだけれども、例えば自動更新なしのプランみたいなものまでほんと

うに全て、仮にこのデバイスがどんどん広がっていって、いろんなものまでやらなきゃな

らなくなったときに、そういうデバイス、細かい、ユーザーがほんとうにそこまで求めて

いるかというようなデバイスまで自動更新なしプランみたいなものまでつくらなければな

らないのかということに関して、問題提起をさせていただいているだけであって、タブレ

ットですとかフィーチャーフォン、ルータに関して全く要らないというような趣旨ではご

ざいませんので、その点、ご理解いただければと思います。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

 それでは、次、横田構成員、お願いします。 

【横田構成員】  このタイミングで、まだ質問がなされていないＵＱ、ＷｉＭＡＸさん

に質問なんです。資料を拝見していてわからなかったので教えてください。この資料、始

めのほうでは、例えば４ページのほうで、「モバイルルータは今回は対象外ではないのか」

というご提言があります。他方で、後ろのほうで、仮に対象になるとしてもということだ

と思いますが、「ホームタイプとモバイルタイプは区別なく」というふうに１０ページで議

論がございます。先ほどの西村委員の発言を拾って、私も考えると、このようなルータタ
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イプにも苦情自体は非常に多く寄せられているので、ここがなぜ対象外になるというご主

張なのかよくわからなかったので、もう少しそのご趣旨とその理由についてご説明いただ

ければと思います。 

 できれば、この「ホームタイプと区別なく」ということについても、競争市場の関係で、

モバイルのほかの携帯電話、スマートフォン等とＵＱさんは競争しているように私は思え

るんですけれども、それとホームタイプはやはり違うものではないかと思っていたんです

が、この点についてご説明をいただければと思います。 

【新美座長】  それでは、ＵＱさん、よろしくお願いします。 

【ＵＱコミュニケーションズ（西川）】  私ども、全く苦情がないから対象外だと最初に

申しているわけではなくて、この議論全体がそもそも携帯電話中心に話をされていました

ので、やっぱりモバイルルータのあり方ですとか、後で出ました、じゃあ、固定ブロード

バンドとどこで切り分けるのかを含めて、もうちょっと丁寧な議論をいただきたかったな

というところでございまして、特にＭＶＮＯ、多いですので、なかなか対応は厳しいとい

う観点から、まずは外していただけないかということ。あと、仮に対象になるんだったら、

料金はいただきたいということは申し上げているところでございます。 

 あと、モバイルルータと固定ルータのところですけれども、ここはおそらく最終的には、

私ども１０ページの一番下に書いてございますけれども、５Ｇ時代に向けましては、やは

りモバイル技術を用いたさまざまな固定ブロードバンドの代替サービス、これが出てくる

と思っておりますけれども、現時点で、じゃあ、何が出てくるかとか、どういうものが対

象になるかということがありますので、そのあたりにつきましては、引き続き慎重に検討

していただきたいということでございます。どこかでは線引きをしないとだめだと思って

おりますけれども、私どものサービスの提供上、モバイルタイプもホームタイプも区分け

していませんので、ここで切り分けられるのはちょっと困ってしまうかなということで、

こういう意見をしているところでございます。 

 あと、ホームタイプの中でも、位置の固定をする機能があるなし等で、そのホームタイ

プの中でも、各社さんでいろんなものが売られていますが、その中でも分けるというのも

どうかなというところがございますので、そこをちょっと課題提起させているところでご

ざいます。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【横田構成員】  はい。 
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【新美座長】  どうもありがとうございます。 

 まだ非常にたくさんの論点があって、まだご議論……。じゃあ、森構成員を最後にしま

す。 

【森構成員】  お時間のないところで済みません。簡単に。ちょっとパラパラと出てき

ていた話なんですけど、わかりやすいのがソフトバンクさんの資料なので、資料６の７ペ

ージのところを見ていただきまして、割引価格を事業者と代理店でどう分配するかという、

この①のところの問題を書いていただいていて、柔軟に変更が可能ということなんですけ

れども、割引上限を決めた場合、それを事業者と代理店でその両方で割り引いても、その

上限はそこまでよということでないといけないと思うんですけども、それをすると、事業

者側が代理店に対して、こっちでこれだけ割り引くんだから、あなたの販売価格はこうよ

という指定をしなければいけなくなって、独禁法上の問題があるように思いますので、あ

るのかないのかというのを独禁法の先生にもし教えていただければと思いますし、もしあ

るようだったら、それはそれでちょっと違う考え方といいますか、もう一つ何かアイデア

を持ってこないといけないと思いますので、その点について、もし教えていただければと

いうことと、あと、今、急な話であれだということであれば、問題提起をさせていただき

たいと思います。 

【新美座長】  では、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  こちらに関しては、弊社は先ほどの議論の中でも一部ありま

したけど、仮に例えば３万と決まったら、それは販売店と代理店が合算で３万というよう

なイメージで捉えておりましたと。それに関連しての分担というのは、事業者と代理店の

中で調整するなりしてやらせていただきたいということで、確かに独禁法の観点に関して

は、我々も気になったので少し確認をしたんですけれども、そもそも省令の中で、例えば

Ｘ万円みたいなことで規定されるということであれば、もうそこで上限が完全に決まって

いますので、あとはそこの内訳をどうするかというお話で、例えばキャリアがその中の２

万円をとりましたということになると、当然、販売店さんの購入の１万円になるんですけ

れども、それがほんとうに不当な拘束と言えるのかということに関しては、弊社の中で法

務のほうと話したときは、省令の書き方によって多分クリアできるのではないかというよ

うな意見があったのと、そこは多分、代理店さんとどうやって決めるのかとか、代理店さ

んとの力関係とか、あとは一般ユーザー、消費者向けに結局どうなるのかという話とかい

ろいろ複雑な話があると思いますので、専門の方ときちんとした見解を得てからだと思い



 -38- 

ますが、弊社はそういう確認をとった上で、こういう書き方を本日はさせていただいたと

いうことです。 

【森構成員】  なるほど。ご丁寧にありがとうございました。ちょっとどうなのかなと

思いましたので、先生にもし、こういうところで平場でやるわけですから、知見のある先

生に聞いておくのがいいかなと思いました。ありがとうございました。 

【ソフトバンク（松井）】  あと、最後、ごめんなさい。１点だけ。先ほどのＵＱさんの

ご質問に関連してなんですけれども、弊社も固定用の代替ルータというのを持っていまし

て、こちらに関しては完全に契約時に登録した住所以外ではできないように、システム上

ですとか契約上できちんと制御しているサービスになりますので、モバイルルータが対象

になっても固定用の代替ルータに関しては対象にしないでいただきたいというのが、一問

一答の中にもあるんですけれども、強い要望ですと。仮にこれが入るとなると、ほんとう

に我々、このサービスで戦っている競争上の競合というのは、固定のブロードバンド商材

になりますので、固定のブロードバンド商材も入れていただかないと、競争上、問題があ

るというふうに考えています。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。なかなか微妙な問題も含んでいる質問が最後に

出ましたけど、これはさらなる検討課題といいますか、視野に入れた上での議論を今後続

けていくということになると思います。 

 まだご質問たくさんあろうかと思いますけれども、時間の都合上、この前者のテーマで

すね。「モバイル市場の競争促進のための措置に関する検討」に関する質疑応答ということ

はこれで終わりたいと思います。 

 本日の発表いただいた方々に対して、追加の質問がある場合には、非常に短いんですが、

明日ですね。今月末の正午までに事務局までご連絡いただきたいということでございます。

また、発表者の方々におかれましては、追加の質問があった場合にはできるだけ同日中、

これも同日中ということですね。５月３０日中に事務局から依頼がありますので、ご対応

をいただきたいと。これは締め切りは、そのとき、いついつまでご対応くださいというこ

とを申し上げますので、３１日には追加質問を投げかけますので、ご対応をよろしくいた

だきたいと思います。 

 あと、そこでいただいた回答につきましては、事務局で取りまとめていただいた上で、

次回会合の資料とさせていただく予定でおります。 
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 それでは、次に、２番目のテーマである「利用者利益のための措置に関する検討」に関

するヒアリングに移りたいと思います。 

 まずは一般社団法人電気通信事業者協会消費者支援委員長の水谷様から、ご説明よろし

くお願いいたします。 

【電気通信事業者協会（水谷）】  電気通信事業者協会の水谷です。資料１３に基づきま

して、ご説明申し上げます。 

 右下スライド番号２のほうですが、まず、電気通信事業者及び販売代理店に対する禁止

行為というところで、まず１、自己の氏名もしくは名称または勧誘である旨を告げずに勧

誘する行為、これの適用除外となる行為をどのようなものにするかですが、これは来店等

明らかに勧誘が行われることが明確であり、お客様、消費者が承知しているような場合、

こういうフル型のチャネルを想定しておりますが、こういう点は考慮する点があるという

ふうに考えております。 

 ２番ですが、利用者の利益の保護のための支障を生ずるおそれがある行為というところ、

ここの新たな禁止行為として規定する必要性の高い行為はあるかという部分に関しては、

当協会では特段ないかというふうに考えております。 

 下段になりますが、販売代理店の届出制度でございます。 

 まず１の届出事項でございまして、届出事項等についてどのようなものとするかでござ

いますが、ここは代理店様の負担などを鑑みて、今後そういった様式等が定まるかと思う

んですが、必要最低限の情報にとどめていただきたいと考えてございます。 

 ２番、その他利用者利益の保護のための措置というところで、何がここはあるかという

ところについては、当協会では、今のところございません。 

 以上でございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、一般社団法人テレコムサービス協会、ＭＶＮＯ委員会運営分科

会の主査の佐々木様、それから、ＭＶＮＯ委員会消費者問題分科会主査の井原様、それか

ら、ＦＶＮＯ委員会消費者関係タスクフォースの副主査の岡本様から、ご説明よろしくお

願いします。 

【テレコムサービス協会（岡本）】  テレコムサービス協会、ＦＶＮＯ委員会の岡本でご

ざいます。資料１４に沿ってご説明させていただきます。 

 １ページおめくりいただきまして、販売代理店に対する禁止行為ということで、自己の
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氏名、名称または勧誘である旨を告げずに勧誘する行為についてですけれども、お客様要

望に応じてご説明をする場合であったり、サービスへのご関心や契約意思を持って事業者

へのアクセスがある場合においては、「勧誘である旨」を告げることは不自然であると考え

ておりますので、このようなケースは対象外とすべきと考えております。 

 続きまして、次のページ、２ページ目ですね。販売代理店の届出制度についてですけれ

ども、届出事項についてですが、届出の対象については、一次店、二次店、三次店等、全

てを対象とすべきと考えております。 

 届出項目につきましては、連絡先、販売手法などが追加で必要ではないかというふうに

考えております。また、届出項目や変更届けの書類の内容については、極力簡略化するこ

とが望ましいと考えております。 

 ３ページ目の利用者利益の保護のための措置というところについては、現状、意見はご

ざいません。 

 私からは以上となります。 

【テレコムサービス協会（井原）】  ＭＶＮＯ委員会消費者問題分科会の井原でございま

す。 

 まず勧誘行為に関する禁止行為でございますけれども、こちら、資料１５にのっとって

説明させていただきます。 

 １ページでございます。利用者がみずから店舗に来店された場合、こちらに関してはそ

もそも自己の名称等を告げる必要がないと思われますので、告げてない場合であっても、

禁止行為の適用除外とすべきと考えております。ただし、抽選会等のイベントにおいては、

イベント目的で来店、来場されることが想定されますので、電気通信役務の勧誘行為と移

行した時点で、自己の氏名または名称及び勧誘である旨を告げなければならないと考えま

す。また、利用者がみずからコールセンターへ連絡された場合に関しましては、こちらに

関しましても、自己の氏名または名称を告げない勧誘を適用除外とすべきと考えておりま

す。 

 さらに、ＳＮＳ上でキャンペーンについて案内させていただいた場合、これは不特定多

数への広告ということになりますので、こちらに関しても自己の名称等の当該契約の締結

の勧誘である旨を告げる必要はないと考えますので、適用除外と考えますと。 

 一方で、オンラインでの広告を契機に勧誘行為に移行したものに関しましては、勧誘と

見なされますので、自己の名称と勧誘である旨を告げなければならないものであると考え
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ております。 

 続きまして、２ページでございます。まず届出制度につきましては、現状、意見はござ

いません。 

 次に、代理店届出に関する利用者利益の保護に関する措置でございます。まず業務の適

正性の確保につきましては、通信事業者の指導措置義務に基づいて、通信事業者と代理店

間の代理店契約に伴い、また、代理店の届出提出確認を含めて、適正に業務が履行されて

いるかを通信事業者による定期的な管理が必要ではないかと考えております。 

 最後、利用者保護のために講ずる措置といたしましてなんですが、商業施設の催事スペ

ース等の簡易的な場所で短期的に出店されて、代理店活動をされている場合がございます。

このような出店形態の店舗に関しては、撤退後、利用者のサポートが行われず、また、撤

退後の連絡先も不明となる場合がございます。このような形態の契約の媒介業務につきま

しては、利用者に対して短期出店の場所に関する連絡先以外に、今後、連絡が可能な代理

店名称及び連絡先を提示するなどの措置が必要であると考えております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 続いてよろしいですかね。それでは、続きまして、一般社団法人日本インターネットプ

ロバイダー協会会長補佐の木村様、よろしくお願いします。 

【日本インターネットプロバイダー協会（木村）】  日本インターネットプロバイダー協

会でございます。 

 資料１６に基づきまして、説明させていただきます。１枚おめくりいただきまして、ま

ず、氏名、名称または勧誘である旨を告げずに勧誘する行為の禁止の適用除外についてで

ございますが、先ほどテレコムサービス協会からもありましたが、ほぼ同じでございまし

て、店舗や量販店にみずから来店された場合、それから、コールセンターにみずからお電

話をいただいたような場合と、これは不要ではないかなというふうに思っております。 

 また、次のページになりますけれども、「勧誘」という言葉につきまして、解説があった

ほうがよろしいのではないかという提案でございます。そもそも勧誘において、勧誘しま

すというようなことをいうことはあまりございませんで、実際には、セールストークとし

ては、「何々をお勧めしております」とか、「何々をご提案しております」とかですね。こ

れはテレフォンマーケティングでは、「サービスの紹介でお電話させていただきました」と、

そういうような表現を使っております。これは全て勧誘に含まれると考えております。必
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ずしも勧誘という言葉にはこだわらずに、こういったものも認められてよいのではないか

という趣旨でございます。 

 次のページでございます。代理店の届出制度でございます。代理店の届出制度としてお

願いしたいと思っておりますのは、法人番号でございます。結構似たような名前の代理店

が多くございまして、私どももはっきり区別できないような状況もあるということでござ

います。法人番号があれば、これが明確に区別できるというふうに考えております。 

 それから、その他利用者利益の保護のための措置として考えられるものとしましては、

２点ございまして、１つはまず、代理店みずからによる品質改善。一部の代理店では既に

代理店独自の取り組みとしての後確みたいなのも行われておりますけれども、このほかに、

通常は事業者がやっておりますモニタリングですね。電話の内容のモニタリングですとか

そういったことを代理店も行うということが考えられるというふうに思っております。 

 ２番目は、一次代理店の監督義務でございます。代理店は、一次の下に二次、三次とご

ざいますけれども、一次代理店が取りまとめているということから、取りまとめを行う一

次代理店、二次代理店以下の監督義務を負っていただくということもあるかと思います。 

 最後になります。６ページ目、代理店届出制度で懸念される事項につきましてちょっと

書かせていただきました。これは悪質な代理店なんですけれども、何か問題が起こると廃

業して、また別の名前ですぐに新規の会社を興すというようなことがございます。そうい

った廃業とか開業を繰り返している代理店、実質的には、同じオーナーだったり、同じ会

社だったりいたします。そういったところが管理というか、監督は難しいんですけれども、

そういったところがウオッチできるような、そういった体制というものが求められるので

はないかなというふうには思っております。 

 以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、日本ケーブルテレビ連盟の吉田様からご説明をよろしくお願い

します。 

【日本ケーブルテレビ連盟（吉田）】  日本ケーブルテレビ連盟、吉田でございます。 

 資料１７をもとに説明させていただきます。資料をめくっていただきまして、３ページ、

自己の氏名もしくは名称または勧誘である旨を告げずに勧誘する行為についての意見でご

ざいます。 

 こちらの適用除外すべきものについては、利用者みずから店舗に来店する場合というこ
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とでよろしいかと思っております。私どもの業界では、事業者の営業活動における消費者

保護に関する自主基準、ガイドラインというものを定めていまして、こちらでは既に氏名

等の明示、勧誘することの旨を明確に伝えることとしておりますので、これが適用される

だけだということで認識しておりますので、利用者がみずから店舗に来る場合のみを適用

除外とすることで問題ないと考えております。 

 ２番の利用者の利益の保護のために支障を生ずるものがあるとして定める行為について

は、特に定める行為はないと考えております。 

 続きまして、届出事項についてです。届出制度の内容について、①から④について以外

には追加すべき事項はないと考えております。ただし、届出の対象者から、こちらの紙に

ありますア、イの事業者は除外いただけるように検討をお願いしたいと考えております。 

 アは送客。これはお客様に事業者を紹介して、事業者への訪問はお客様の意思に任せる

ということで、ここでは営業行為等行っておりませんで、イについて、取次。これは不動

産会社ですとか電気店さんなどで、こちらもお客様からの了解をもらった上で、事業者に

情報のみを伝えるような事業者は、主体的に契約行為を行っておりませんので、こちらに

ついては除外を検討していただきたいと考えております。 

 また、こちら、今回の質問にはなかったんですが、事業者名の公表がされるような場合

については、再委託先等、個人で事業を行っているケース等があります。この場合は、個

人名が事業者名ということになる可能性もありますので、このようなケースの場合は、個

人情報保護法に抵触しないレベルで結構でございますので、公表等には一定の配慮をお願

いしたいということでお願いいたします。 

 最後、その他利用者利益の保護のための措置については、特に意見はございません。 

 以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、再登板になるかと思いますが、全携協の会長の澁谷様、よろしくお願いしま

す。 

【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  よろしくお願いいたします。既に出ている意

見とダブるところがございますけれども、まず１番、自己の氏名もしくは名称または勧誘

である旨を告げずに勧誘する行為の適用除外については、ＴＣＡ様と同じように、店舗に

ついては適用除外していただきたいと考えております。 

 ２番目、利用者の利益の保護のために支障を生ずるおそれがある行為について、全携協
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からは特に意見ございません。 

 ３番目、届出事項等についてですけれども、もともとやはり我々も届出事項については、

我々のロードがなるべく小さくなるような形でやっていただきたいというふうに思ってお

りますけれども、この３つだけ申し上げさせていただきます。 

 販路の申告。これはチェックボックス方式でやれば、特に大きな問題はないと思います。

この３の２番、再委託先の有無と、再委託先の情報。これについては、実は４の１番とあ

わせて検討していただきたいんですけれども、何を気にしているかというと、まさに届出

の網羅性をどうやって担保するかということでございます。もちろん届出しない業者につ

いては罰則があるというふうに考えておりますけれども、それがどうやってチェックでき

るかということを考えたときに、一番、携帯業界について申し上げますと、この４の１番

のように、事後で結構なので、キャリア様のほうから、いわば突合作業していただければ、

一番問題がないんじゃないかなというふうに考えております。 

 何らかの理由でこれができないということであれば、これは一次店の傘下の二次店しか

カバーできないんですけれども、こういったものを入れることもやむなしかなというふう

に考えております。 

 法人番号については、ＪＡＩＰＡ様のほうからあったのと同じでございます。 

 その他、利用者利益の保護に資する届出制度とするために講ずべき措置についてですか

１番は、先ほど申し上げたとおりでございます。 

 ２番は、これはお願いですけれども、届出の導入に際して、我々が、総務省様、キャリ

ア様と協働で推進している「あんしんショップ」制度というものがあります。これを啓発

できるような制度、仕組みといったものがあれば、それをご検討いただきたいと考えてお

ります。 

 ４の３番でございますけれども、例えば、届出制度、どうなるかわからないところはあ

りますけれども、じゃあ、店舗で届出番号をちゃんと表示しなさいというようなリクワイ

アメントが出てくる可能性もあるというふうに考えておりまして、これは一括で、店頭で

示す程度のことはあり得るかと思いますけれども、例えばお渡しする書類全部書いてくれ

とかということになりますと、店頭での対応というのは非常に大変になりますので、例え

ばそういうのが必要だという場合には、交付書面にキャリアのシステム側で番号が対応で

きるというような形でやらせていただければと。かつ、そのシステム対応が若干遅れると

いうことであれば、それまでの経過措置をご検討いただきたいと考えております。 
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 以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございました。 

 それでは、後半のテーマについての質疑応答に移りたいと存じます。ただいまいただい

た説明へのご質問あるいはご意見ございましたら、どうぞよろしくお願いします。 

 じゃあ、長田構成員、どうぞ。 

【長田構成員】  ＴＣＡさんから、届出事項は必要最小限としていただきたいとご意見

をいただいています。この必要最小限というのは、示されている１から４だけでいいとい

うお考えなのでしょうか。 

 それから、今いろんなところから法人番号とか連絡先とか販売方法とかいろんなご提案

ありましたけれども、それらについてどうお考えか教えてください。 

【新美座長】  では、よろしくお願いします。 

【電気通信事業者協会（水谷）】  ＴＣＡでございます。現時点においては、この１から

４でよいとか、他の、例えば法人番号が必要なのではないか等の確認等まではできており

ませんでして、今後、何が最小限となるかというような議論を行っていければというふう

に考えてございます。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【長田構成員】  はい。 

【新美座長】  ほかにご質問、ご意見ございましたら。では、黒坂構成員、お願いしま

す。 

【黒坂構成員】  黒坂でございます。皆様にご意見を。特にケーブルテレビ連盟以外の

方々になると思いますが、といいますのは、ケーブルテレビ連盟さん、資料１７の一番最

後のページのところで、届出の対象者のご意見がございます。これは今回の法改正に伴っ

て、届出制を導入するに当たって、対象を誰にするのかという一番大きい問題だと思いま

すので、ここに示していただいた「㋐・㋑の事業者は除外するようお願いしたい」と書か

れているこの２つについて、ケーブルテレビ連盟さんのご意向は承りましたので、ほかの

各団体の皆様がここについてどのようなご意見をお持ちなのか、それぞれお話をいただけ

ればと思います。 

【新美座長】  それでは、発表していただいた順序で、ケーブルテレビさんは除外して

ということでよろしくお答えいただきたいと思います。 

 それでは、まずＴＣＡさんから順番にお願いします。ＴＣＡさん、テレサ協さん、それ
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から、インターネットプロバイダー協会さん、それから、最後に全携協さんと、そういう

順序でよろしくお願いします。 

【電気通信事業者協会（水谷）】  ＴＣＡでございます。 

 ケーブルテレビ連盟さんが最後のページでお書きになっているような内容について、こ

れも済みません。先ほどと同じような内容になりますが、特段まだ決まったものではござ

いませんが、このアとかイとか、または（１）の個人情報法に抵触しないような配慮とか、

ここは考えていかないといけない部分もありますので、引き続き検討してまいりたいと思

います。 

【新美座長】  それでは、続いて今度はテレサ協さん、よろしくお願いします。 

【テレコムサービス協会（佐々木）】  テレコムサービス協会でございます。 

 まず届出対象者につきましては、媒介等業務受託者に当たる場合につきましては、原則

的には届出が必要なものかなと思っておりますが、この場合、済みません。個別具体的な

判断というのは、我々ではもちろんないわけですけれども、考え方として、アの送客につ

いては、媒介等業務に該当するかと言われると結構微妙なのかなと。また、取り次ぎにつ

いては、おそらく媒介等業務受託者に該当するかなと思っておりまして、このあたりの判

断基準を明確にしていただき、媒介等業務受託者に関しての届出というところをきちんと

やっていければいいのかなと考えております。 

 また、２の個人名等の個人情報の保護につきましては、この意見に全く賛同でございま

す。 

 以上でございます。 

【新美座長】  後でまたあったら。 

 それでは、次に、インターネットプロバイダー協会の木村様、よろしくお願いします。 

【日本インターネットプロバイダー協会（木村）】  ケーブルテレビ連盟様とほぼ同じ意

見でございます。不動産等で送客だけの場合は、今、テレサ協さんからもありましたけれ

ども、そもそも代理店に当たらないというところで不要だと思います。 

 個人でやられている方については、ここは届出不要とは言ってらっしゃらなくて、ただ

単に届出されたものの公表については配慮をお願いしたいという趣旨でございますので、

それは必要かなというふうに思っております。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、全携協の澁谷様、よろしくお願いします。 
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【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  まず、我々の業界でこういうことがあるかど

うかという観点から見ると、ほとんどございませんので、業界として何かあるかというと、

ございません。 

 また、他の業界で行われていることについて、これは規制すべきだ、すべきではないと

いうような立場にもございませんので、じゃあ、ケーブルテレビ連盟さんについてどうす

るかということについては、意見は差し控えさせていただきます。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 長田構成員。どうぞ。 

【長田構成員】  このケーブルテレビ連盟さんからの事項、まず㋑、取次のところで、

「お客様からの情報をお客様了解の元」と書いてあるんですけど、それをどうやって確認

するのかなという。正直、私の経験でも、一切了解していないときに、もう送りますとい

うようなそういう不動産屋さんは結構いらっしゃると思います。 

 それから、個人名の営業のところなんですけど、個人で事業を行っている人は、届出を

しました、でも、公表はされていないとなったら、その方から勧誘を受けた人は、「ああ、

代理店と言っているけど、どうなの？」と普通疑ってしまうと思います。だから、むしろ

個人で、個人の名前で営業をやってらっしゃる方もきちんと公表したほうがいいのではな

いかと。それを公表したことがなぜ個人情報保護法に抵触するのかが、ちょっと私には理

解ができません。ご説明いただければと思います。 

【新美座長】  この点について、特にケーブルテレビ連盟さんから出たので、ご説明が

あれば。 

【日本ケーブルテレビ連盟（浅野）】  送客のところですけれども、どのように了解をと

っているかというのは、各事業者によって、もしくは不動産会社さん、電気店によって違

うかと思いますが、基本的には不動産会社、電気店ともに、対面でそういう話をされてい

ると思うので、その際に、口頭もしくは書面によってそういった了解を得ているものとい

うふうに考えております。 

【日本ケーブルテレビ連盟（吉田）】  あと、（２）番の個人名で事業のところですが、

ここは私ども考え過ぎたところもあるんですが、今回の意見をお伺いしたい事項という中

には書かれてないんですが、各事業者にヒアリングをしたところ、代理店の下で、個人で

事業を営んでいるケースが多いということを聞いています。この場合に、例えば自宅の連
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絡先しかないとか、個人のメールアドレスしかないというものを全体的に公表されるのは

どうなのかという話がありましたので、今回、届出番号等を創設されると聞いていますの

で、可能であれば、名前は今後検討いただくにしても、届出番号を明示して勧誘等をする

ことで事足りるのではないかということで考えまして、このあたりのご配慮をお願いでき

ないかということで、今回意見をさせていただいたものです。 

【新美座長】  どうぞ。 

【近藤構成員】  ますます怪しい感じが私にはしてしまうんですが、よく宅配便で、個

人でやってらっしゃる方、いますよね。そこには宅配便のスタンプのところに、例えば「ク

ロネコヤマトの請負の近藤則子です」といって、電話番号、連絡先と書いてお仕事してら

っしゃいますよね。それと同じように考えられないんでしょうか。 

【日本ケーブルテレビ連盟（吉田）】  済みません。ちょっとご説明が足りませんでした。

当然お客様のところにお邪魔して、勧誘する場合には、個人名を名のるのは当然だと思い

ます。例えば「どこどこの代理店の下でやっている、私、吉田です」と名のるのは当然の

ことだと考えております。ただ、今回、もしかすると、届出事業者ということで、総務省

さんのほうから一覧のようなものが出る場合の名簿の中に、個人名が入ってしまったりと

か、個人の電話番号が入ってしまったりということについて、一定の配慮をいただきたい

というつもりで書いたもので、お客様のところに行くときに匿名で行くことを許してくだ

さいと言っているものではないということで、ちょっと相違があって失礼いたしました。 

【長田構成員】  先生、済みません。 

【新美座長】  はい、どうぞ。 

【長田構成員】  だからこそ、私のところに「近藤です」といらした方がほんとうにそ

ういう業務をやってらっしゃる方なのかなと、公表を見たら、載っていませんということ

になったら、むしろその方の業が阻害されるんじゃないかというふうに思うんですよ。個

人として業をやってらっしゃるのであれば、その連絡先でお仕事もしてらっしゃるのに、

それが公表されていないということは、むしろ、あの勧誘はインチキな人だったんじゃな

いかと思うんじゃないですかということを申し上げております。 

【日本ケーブルテレビ連盟（吉田）】  承知しました。いろいろな事業者から聞いた意見

として、今回発表していますので、こうした意見がありました、承りましたということで、

業界内に伝えておきたいと思います。ありがとうございました。 

【近藤構成員】  おばさんはそう思うぞと。 
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【新美座長】  どうもありがとうございました。これは非常に議論し出すと大変微妙な

問題がありますので、勧誘とか何とかというのは、契約行為じゃなくても、契約行為に付

随した行為ですので、どこで線引きするかというのは非常に難しいんですね。ですから、

これは契約行為とはつながっていないからとか何とかというのは、なかなか日常生活から

いくと難しいので、一概にばっさりというわけにはいかないので、それもさらに議論はし

ていかなければいけないと。どこかで割り切りはする必要はあると思います。 

 あと、ほかにございませんでしょうか。どうぞ、木村構成員。 

【木村構成員】  主婦連合会の木村です。 

 テレコムサービス協会の資料の一番最後の「利用者利益の保護のために講ずべき措置に

ついて」というところで、イベント出店などのところがあるのですけれども、この点に関

してテレコムサービス協会さん以外の方はどのようにお考えか、お聞かせいただければな

と思うのですが、よろしくお願いします。 

【新美座長】  それでは、よろしくお願いします。 

【電気通信事業者協会（水谷）】  済みません。木村先生。もう一度ご質問の趣旨を補足

でお願いします。 

【木村構成員】  至らなくて済みません。イベントなどの臨時出店なので、ここでは「代

理店活動への措置」ということで、短期的なもので、ここに書いてあることですと、出店

して、その出店している間はいいのですけれども、その出店場所がなくなったときに、さ

て、じゃあ、どこに言ったらいいのかということがあると思うのです。そのときに出店す

る方が連絡先として、店舗の出店先以外に、今後、連絡可能な代理店の名称とか連絡先を

提示するなどの措置が必要であるというふうに、テレコムサービスさんの資料には書いて

あるのですけれども、ほかの発表者様は、これについて同様に思いますか。それともこう

いうことは必要ないと思いますかということです。私個人としては、大変トラブルも多い

ので、こういうことを検討していただけるとすごくありがたいなと思っている次第です。 

【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  全携協のほうから述べさせていただきます。 

【新美座長】  どうぞ。 

【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  このテレコムサービス協会さんの意見で、い

わゆるイベント的なものに言及したものが①のところ、それから、次のⅡ－２－（２）の

ところだと思います。我々も結構イベントをやって、集客するということはやっておりま

す。イベントで集客して、例えば店の前で抽選会をやって、そのまま店に入っていくお客
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様については、これは改めて勧誘だとか、氏名ということは必要ないと思っております。 

 一方で、イベント会場でそのまま契約の勧誘、例えば店から離れたモールとかでやって

いる場合、これはまさにテレコムサービス協会様と同じ意見で、それはやはりここからは

勧誘でございますという義務はあってよろしいかと考えます。 

【新美座長】  ありがとうございます。今のような答えでよろしいですか。 

【木村構成員】  ただ、イベントというか、短期出店で、店の前のイベントだとそんな

に問題はないと思うのですけれども、イベントスペースでやって、撤退してしまったとき

のことをここは書いていると思うのですが。 

【全国携帯電話販売代理店協会（澁谷）】  そのときは我々としてもしっかりと代理店名

と連絡先を明示して、勧誘であることも明示して、商談をすべきだというふうに考えてお

ります。 

【木村構成員】  はい。わかりました。 

【新美座長】  どうもありがとうございました。 

 ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃあ、石田構成員、よろしくお願いします。 

【石田構成員】  プロバイダー協会さんで、かなり前向きな意見を出してくれていて、

私も確かにそうだと思いました。それともう一つ、届出をしていないところをどのように

把握するかという件ですが、やはりその代理店の上の代理店が、代理店としての確認を行

うことが必要かと思いますので、こちらでは一次代理店の監督義務というふうにプロバイ

ダー協会さんは書いてくださっていますけれども、やはり上の代理店がきちんと自分のと

ころの代理店が届けをだしているかどうかまで把握するということが必要と思いました。 

 それともう一つ、確かに届出をしているけれども、廃業した場合に、速やかに届けると

いうことを決めたとしても、届けていなかったといったような場合もあるかと思いますの

で、毎年の報告義務みたいなものがあると、一定期間では把握できるかと思いました。 

【新美座長】  よろしいですか。 

【石田構成員】  はい。意見ということで。 

【新美座長】  意見としてね。はい。それでは、今言ったようなことも今後の議論に反

映させていただきたいと思います。 

 あと、ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃあ、森構成員、よろしくお願いしま

す。 

【森構成員】  ありがとうございます。ちょっと抽象的なことをお聞きするかもしれな
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いんですけれども、その資料１５のテレサ協のＭＶＮＯ委員会さんにお尋ねをするのです

が、２ページ目の「その他利用者利益の保護のための措置」というところで、ご意見のと

ころ、（１）業務の適正性の確保について、「通信事業者と代理店間での代理店契約に伴い、

代理店の届出提出確認を含め、適正に業務が履行されているかの通信事業者による定期的

な管理が必要であると考えます」ということで、事業者との間でのやりとりということな

んですけれども、何となくいろんな、私もちょっと実際の実務がどうなっているのかとい

うのはあまりよくわかっていないんですが、代理店がどこかの販売代理店が問題を起こし

たときに、その上流の代理店、ちょうど届出事項等が上に書いてありますので、②の委託

を受ける電気通信事業者の話をしていただいたわけなんですが、この媒介等業務受託者で

すね。上流の業務受託者は、下流の販売代理店が問題を起こしたことを知りたいんじゃな

いかと思うんですが、そういう要請というのはないんでしょうか。もしそういうことがあ

ればここに書けるんじゃないかなと思ったんですけれども、いかがでしょう。 

【新美座長】  これはテレサ協さんに聞くということで。 

【森構成員】  はい。テレサ協さんにお願いします。 

【テレコムサービス協会（井原）】  テレコムサービス協会、井原でございます。 

 そちらは一次代理店と二次代理店というような考え方ということでよろしいでしょうか。 

【森構成員】  はい。さようでございます。 

【テレコムサービス協会（井原）】  はい。そうですね。おっしゃるとおり、当然、一次

代理店や二次代理店の管理監督義務があるかと思いますので、当然二次代理店で何か問題

を起こした場合というのは一次代理店のほうに報告が必要かなというふうには考えますが。 

【森構成員】  なるほど。済みません。報告というのは、問題を起こした販売代理店か

らの報告をしてもらうということですかね。 

【テレコムサービス協会（井原）】  はい。 

【森構成員】  なるほど。それはちゃんと問題を起こしたところがやればいいと思うん

ですけれども、代理店にもいろいろなところがあるので、それを通知すると言うんですか

ね。総務省から上流の販売代理店に通知するみたいなことがあればいいのかなとちょっと

思ったんです。私の意見です。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃあ、どうぞ。西村構成員。 

【西村（真）構成員】  テレコムサービス協会さんの資料１５の１ページ目のＳＮＳ上
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のキャンペーンについては、適用除外すべきと考えますと書いてありまして、「ＳＮＳ上の

キャンペーン」というのがあんまりうまくイメージできないんですけれども、最終的に契

約を勧めるようなキャンペーンであれば、特段、自己の氏名、名称を書かないで打つ広告

というのはどういうものなのかなと思うんですが、そのあたりはいかがでしょうか。 

【テレコムサービス協会（佐々木）】  ご回答させていただいてよろしいでしょうか。テ

レコムサービス協会でございます。 

【新美座長】  はい。じゃあ、よろしくお願いします。 

【テレコムサービス協会（佐々木）】  こちらにつきましては、まずＳＮＳの一つの特性

としまして、非常に文字数が限られている。例えば１４０文字までしか書けない等の適切

な周知、ご案内をするということが非常に難しいという特性が一つありますというところ

が１点。 

 もう一つが、広告と勧誘の境目が非常に曖昧だというところがありまして、そこについ

て、この中では広告とみなすということも一つあるのではないかというところがもう一点。 

 また、ＳＮＳというのは一般にそれ自体に、例えばお客様の申し込み等を適切に何かこ

れをクリックしていただければ申し込めますというような、プラットフォームとしての機

能は一般的には持っておりませんので、あくまでそこから、例えば電気通信事業者だった

り、代理店のホームページ等に遷移し、そこから実際に重要事項を説明、その後、いわゆ

る契約に向けたさまざまな形に進んでいくということで、実際にはそこからＳＮＳという

一つの広告的なプラットフォームをもとに、通信事業者または代理店のプラットフォーム

に移行し、そこからまた契約行為が進んでいくというところで、３つの観点からこのよう

な意見を今回書かせていただいたということになります。 

 以上となります。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【西村（真）構成員】  済みません。じゃあ、具体的にツイッターで代理店が発信する

という、そういうことでこれはよろしいんですか。 

【テレコムサービス協会（佐々木）】  可能性としてはそういうことがあるのかなと考え

ております。 

【新美座長】  じゃあ、横田構成員、お願いします。 

【横田構成員】  今の件、慎重にやらなきゃいけないなと思いまして、整理のために確

認させてください。例えば「ワンツイート１４０文字制限の中に入れるのは難しい」とい
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うのはおっしゃるとおりなんですが、Twitter 等の SNS にはアカウントのプロフィール欄

があるはずです。そこにも表示がない、いわゆるステルスマーケティングのような形で、

自己の属性を秘してするようなタイプのことに踏み込んでいる話なのか、それとも、単純

にワンツイートの１４０字、あるいはインスタグラム等でいうタグとかに入れるのが大変

であるという、そういう話なのかがよくわからなくなったのが１点です。あと、今回の勧

誘等がそこまで視野に入れている話か、そもそもそうだったのかという話がよくわからな

かったので、この辺、議論のときにちょっと慎重にやったほうがいいかなというコメント

です。 

【新美座長】  この辺、今、横田構成員がおっしゃったように、具体的にどういう問題

があるのかというのをまだ具体的に出てきておりませんので、問題としてはあり得るとい

うご指摘として受けとめて、この議論は今後深めていきたいと思います。 

 あと、ほかにご質問、ご意見、最後にしたいと思いますが、ございましたらどうぞ。 

 よろしいでしょうか。それでは、時間は非常に限られておりまして、質問がたくさんあ

るかと思いますが、以上をもちまして、「利用者利益のための措置に関する検討」の質疑応

答は終了したいと思います。 

 これは前半のテーマと同じように、本日の発表していただいた方々に対して、追加の質

問がある場合には、明日正午までに事務局のほうまでご連絡いただきますようよろしくお

願いします。追加質問があった場合には、同日中に発表者のところにお伺いを立てますの

で、速やかにご対応くださいますよう、よろしくお願いいたします。また、いただいた回

答も事務局において取りまとめの上、次回会合にて資料として提出させていただきます。 

 それでは、以上で本日のヒアリングは終了とさせていただきます。発表された方々、ほ

んとうに貴重な時間いただきまして、ありがとうございます。 

 次回会合につきましては、非公開とさせていただく予定でございますので、ご了承いた

だきたいと存じます。 

 最後に、事務局から連絡事項がありましたら、どうぞご案内よろしくお願いします。 

【牧野消費者行政第一課課長補佐】  事務局でございます。ただいま新美先生からあり

ましたとおり、構成員の皆様から追加質問がありました場合には、別途事務局から、回答

作成依頼時にお願いする期限までに作成いただき、事務局宛に提出をお願いいたします。 

 また、１点、恐縮でございますけれども、本日発表いただいた企業、団体の方々の机上

配付資料の中にちょっと誤ったものが混在している可能性がございまして、大変恐れ入り
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ますが、お配りしている資料をそのまま机上に残していただくか、もしくはお持ち帰りい

ただく場合には、今そこに立っております事務局のスタッフに一度確認をいただいてから

お持ち帰りいただくようにお願いいたします。 

 また、このお願いは、今の傍聴席にいらっしゃる方々、また、構成員の方々には対象で

はございません。発表者席着席の方のみご協力をお願いいたします。 

 また、次回以降の会合の日程等につきましては、別途調整の上、事務局からご案内をい

たします。 

 事務局からは以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございました。これにて本日の議事は全て終了いたしました。

どうもお忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございました。 

 

以上 


